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　投票参加は民主国家における政治参加の最も簡
単かつ最も重要な行いだとされてきた（Aldrich 

1993; Brady, Verba und Schlozman 1995）．それゆ
え，この政治的行為を説明する際に合理的選択
（RC）アプローチがはじめから無能力であるとい
うことが，RC アプローチに対する経験的批判の
最も顕著な例となっているということは，あまり
驚くことでもない．Downs による古典的な RC 分
析が述べるところによると，合理的な決定者は
十分なサイズの選挙母体では投票に参加しない
と考えられるが，それは，自身の票がほぼ確実
に選挙結果に対して無意味だからである（Downs 

1957）．この帰結と経験的に見られる投票参加と
の矛盾がいわゆる投票行動のパラドクスである．
他の事例とは異なり，このパラドクスは RC ア
プローチの枠組みでの理論展開を刺激し，Downs

流の投票者計算の一連の拡張をもたらした．この
展開については次章で選択的にとりあげる．その
際はっきりと示されるのは，狭義の RC 理論，経
験的批判，広義の RC 理論，科学理論的批判とい
う，すでに 2 章 2 節で分析された一連の流れであ
る．そこから結果する困難のため，一部には，も
ともと経験的にはよく確かめられていた投票参加
の広義の RC 理論を放棄することころにまで到っ

たのである（Becker 2001, 2002; Jankowski 2002）．
　投票参加の説明にフレーム選択モデル（MFS）
を応用することによって，この理論上の手詰まり
からの脱出口が示される．その応用によって，以
前は対置されていたものが統合され，経験的に検
証可能な新しい仮説がもたらされる．投票参加を
めぐる MFS 説明の展開の妥当性に対する最初の
手がかりは，既存のいくつかの経験的研究からす
でに得られている．しかし，MFS 相互作用仮説
のより包括的で直接のテストは，本書の二次分析
においてはじめて為されることになる（ただし既
存の Kroneberg 2006 も参照のこと）．

1．RCアプローチにおける投票参加の説明

1.1　投票行動のパラドクス

　RC アプローチの枠組みで投票参加をはじめて
系統的に扱い，現在までに古典となった業績は，
Anthony Downs の「民主主義の経済学理論」にま
で遡る（Downs1957）．Downs はまず，さまざま
な代替選択肢—政党 A への投票，政党 B への投
票，および投票棄権—から期待効用を最大化する
という意味で合理的な決定の帰結として投票参加
をモデル化した．最も選好する政党 A への投票か
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ら得られる期待効用は以下のように表現される．

　　EU（A）＝pB−C

　パラメータ C（＝Costs）は投票参加の費用を
示している．投票者は時間を費やし，登録を行
い，投票所へ行き，投票行為を行わなければなら
ない．加えて，投票の前に情報費用が生じる．時
間は稀少資源であるため，投票者にとって，代わ
りに時間を使うことができたはずの他の活動の効
用が失われてしまう．投票の費用とは何よりもこ
の種の機会費用である．つまり，C＞0 と仮定す
ることができる．パラメータ B（＝Benefits）は，
いわゆる政党格差を代表している．それは，投票
者が第一選好である政党 A の政権獲得から期待
される，政党 B と比較した効用差異を示してい
る（Pappi 2002: 632）．どの政党が政権を得ても
違いがない投票者には，投票に参加するいかなる
理由もない（Blais 2000: 1）．B はこの場合は 0 に
等しくなり，投票参加による費用だけが生じるだ
ろう．投票者の決定にとっては，自身の参加か
ら期待される収益が問題となる．そのため B は
さらに，その有権者が自身の投票によって政党 A

の選挙における勝利をもたらす確率 p によって加
重される．つまり，政党 A がこの投票者の票が
なくても選挙に勝つあるいは負ける場合，やはり
彼にとっては選挙に参加する理由がない．した
がって，上記のモデルで投票者が選挙に参加す
るのは，彼が十分な確率でもって決定者である，
すなわち，彼の票によって結果が決まるという
前提のもとでのみである．小選挙区制の場合，p

は，両方の政党が当該の投票者の票がない場合に
まったく同数の票を獲得するか，または，第一選
好が当該の投票者の票がない場合に，もう一つの
政党よりちょうど 1 票少なく得票する確率を示し
ている．世界の第一の状態では，当該の投票者は
自身の第一選好への投票によってその勝利に貢献
することができ，第二の状態では，その敗北を阻
止することができる．どのようにしてこの二つの
世界の状態の生起確率を算出するかに関わりなく
（Mueller 2003: 304f. を参照），この確率が十分な
サイズのあるどんな選挙母体においても無限小で

あるということは妥当する．
　投票参加が最小の費用に結び付いている場合で
も，この費用は期待される収益よりも大きくなる
ので（C＞pB），このモデルは，合理的な投票者
が大きな選挙母体では投票に参加しないだろうと
予測する．明らかにこれは，西側の民主国家で通
常，有権者の過半数が国家規模の選挙に参加し
ているという経験的事実と矛盾する（Blais 2000: 

2; Klein 2002: 35）．そのため，Downs のモデルの
パースペクティヴから投票ないし投票者のパラド
クス（„paradox of voting“）が言われるのである．
RC アプローチの中で，投票行動のパラドクスに
対する多数の解決の提案が展開された（例えば，
Geys 2006; Mensch 1999 による叙述を参照）．この
点から以下では，特に卓越した理論をとりあげ
たい．まずは投票参加についての狭義の RC 理論
を，つづいて広義の RC 理論を叙述し議論する．

1.2　ミニマックスの後悔とゲーム理論的アプ

ローチ

　狭義の RC 理論によって投票行動のパラドク
スを解決しようとする二つの卓越した試みが，
Ferejohn と Fiorina によるモデル，およびゲー
ム理論的アプローチである．Ferejohn と Fiorina

（1974）は，決定者である確率が無限小であると
いう問題を回避するために，不確実性のもとにあ

る決定から出発する．つまり，投票者が決定に有
意な結果に主観的確率を当てはめられる状態にな
いと仮定するのである．決定規則としては，最
大の後悔の可能性の最小化（「ミニマックスの後
悔」）が想定される．多くの投票者にとって最大
の後悔が生じるのはまさに，自分が投票に行かず
に，その後，自分の票が結果を左右したことが明
らかになる場合であろう．この結果の回避という
ことで，このモデルは投票参加を説明する．しか
しながら，この上なく保守的な「ミニマックスの
後悔」という決定規則から出発するこのモデル
は理論的に疑わしい（Aldrich 1997: 381; Mueller 

2003: 308）．加えて，経験的研究の結果は，この
種の回避が投票参加の主要動機であるという見
解に反駁している（Blais 2000: 67）．それゆえこ
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のモデルは投票参加の不十分な説明であるとみ
なされている（Blais 2000: 5f., 79f.; Mensch 1999: 

175ff.; Mueller 2003: 307f.）．
　同じことがゲーム理論の説明アプローチにも当
てはまる．このアプローチは，有権者が他の行為
者の行動に戦略的に関わっているということから
出発する（Palfrey und Rosenthal 1983, 1985）．どの
有権者も，合理的に他のすべての有権者が Downs

のモデルにしたがって投票に行かないだろうとい
うことを知っている．しかしこの場合，自分の票
が結果を左右するであろうし，B＞C となる限り
投票参加が利益をもたらす．一般に，より少なく
他の参加者を期待するほど，より早く参加するよ
うになるだろう．ところが，Palfrey と Rosentahl

によるゲーム理論の最初のモデルによって，非現
実的な予測をももたらされた（Mensch 1999: 118; 

Palfrey und Rosenthal 1983: 46f.）．対して最近の業
績では，投票参加についての経験的により現実的
な予測と，集合体におけるその規定因（投票費
用，投票結果の稀少性，集団サイズ）を得ること
に成功しているが，それらは実験によっても確か
められている（Levine und Palfrey 2007）．しかし
ながら，経験的な投票参加の理解に対する試行さ
れた実験の貢献には疑義が挟まれている．被験者
たちは 100 ラウンドから成る抽象的な「参加ゲー
ム」を集団サイズと参加費用を変異させて行っ
た．加えて，自分の参加行動によって可能な限り
多くの金銭を得ることが重要であるという指示が
与えられた．この人工的な条件のもと，著者たち
が次のようのな結論に達したのも不思議ではな
い．すなわち，「……投票行動は高度に戦略的で
あり，投票者は投票の費用と決定者でありうる可
能性の両方に応答する」（Levine und Palfrey 2007: 

156）．被験者を，戦略的行動がゲームをする上で
唯一意味のある仕方であると思われる状況の定義
へ導いている限りで，これは人工物である．対し

て現実の投票の文脈では，投票者が自身の参加を
他の行為者の参加に対して戦略的に調整している
という証拠は欠けている．むしろその証拠が示し
ているのは，投票行動についての広義の RC 理論
にとりいれられているように，道具主義的ではな
い参加動機の意義である．

1.3　市民の義務としての投票，選好開示として

の投票

　Riker と Ordeshook（1968）は Downs 流の投票
者計算をモデル化するために，投票参加において
費用 C のみが負担されるのではなく消費効用も
生じ，それは最終的にどの政党が選挙で勝利する
かとは独立であるということを仮定する．この投
票参加の効用はパラメータ D にまとめられ，そ
れにしたがって投票参加の期待効用は次のように
拡張される．

　　EU（A）＝pB−C＋D

　Riker と Ordeshook は例として投票参加から得
られる消費効用の源泉の 5 つの可能性を挙げてい
る（Klein 2002: 36; Riker und Ordeshook 1968: 28f.）．
すなわち，（1.）民主国家における市民は参加すべ
きであるという投票規範との一致の体験，（2.）政
治システムに対する忠誠の感覚を表現することが
できる可能性，（3.）ある政治的代替選択肢に対
する自身の選好を表現する可能性，（4.）投票参
加の体験としての価値，エンターテイメントとし
ての価値，および（5.）政治的有効性ないし重要
性の感覚である．Riker と Ordeshook によって導
入された D パラメータは，せいぜいまずは市民
の義務（„civic duty“），つまり投票規範の遵守か
ら結果する効用として解釈されている（例えば，
Aldrich 1997: 378; Mueller 2003: 306）．したがって
確かに，この追加パラメータは単に投票参加のみ
を説明しているのである1．

１　pB 項が十分なサイズの選挙母体では 0 に漸近し，かつ投票規範が特定の政党に対するものではないので，投票所にいる投票者
は代替選択肢間で合理的に決定することができない．自分の票が結果を左右するにもかかわらず，彼はランダムに投票するか，
あるいはその勝利を選好するであろう政党を選ぶかのどちらかである．なぜなら，pB は無限小であるものの，それでも 0 に等
しくはないからである（Brennan und Lomasky 1993: 35）．後者の場合が意味しているのは，投票参加の説明にはまさに欠けてい
た道具主義的合理性の仮定が，投票決定の説明にはふたたび導入されるだろうということである（Brennan und Lomasky 1993: 
36; Pappi 2002: 632）．問題なのは，この理論的な非一貫性とともに，すべての投票者が自分に関わってくる代替選択肢の間でほ
とんど無関心であるという経験的に疑わしい含意である．
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　投票決定，すなわち，特定の政治的選択肢の選
択も矛盾なく説明できる可能性は，政治的な選好
開示から得る消費効用の仮定にある．この考え
は Brennan と Lomasky（1993）および Brennan と
Hamlin（2000）がその表自的投票の理論の中で彫
琢した．この論者たちによれば，Downs に依拠す
るアプローチは，誤ったアナロジーを根拠にして
いる．すなわち，市場文脈における消費決定と政
治的な選択決定とのアナロジーである．投票者は，
消費者が私的財の間で選択するようには，政党な
いし候補者の間で選択をすることができない．な
ぜなら，彼個人の決定は彼が得るものを左右する
ことがないからである．そのゆえ，彼の選択の対
象は政治的選択肢そのものではなく，それに対応
する選好開示の可能性である．投票者は道具主義
的に行為するのではなく，表自的に行為するので
ある．このこともやはり追加パラメータによって
投票者計算に統合される．L 項は，特定の政党に
対する選好の開示から生じる効用のために立てら
れるが，もちろん投票結果には依存しない．

　　EU（A）＝pB＋L−C＋D

　このモデル化に基づいて，投票参加と投票決定
の両者の無矛盾な説明が可能になる．pB が 0 に
漸近する大きな選挙母体で，有権者が投票に参加
する確率が大きくなるのは，市民の義務の遵守か
ら得られる効用（D）が大きくなる場合，ある政
治的選択肢に対する選好開示の効用（L）が大き
くなる場合，および，投票参加の費用（C）が小
さくなる場合であろう．

1.4　投票参加の道具主義的理論への回帰

　経験的研究で消費的誘因の説明力が確かめ
られているにもかかわらず（Blais 2000; Mueller 

2003），一部には，この種の参加行動の説明を意
識的に放棄する向きがある．そのような文献の第
一のグループでは，代わりに社会的選好を導入す
ることによって投票参加を説明しようとしている
（Coate und Conlin 2004; Edlin, Gelman und Kaplan 

2007; Feddersen und Sandron 2006; Fowler 2006a）．

このグループの例として，Jankowski（2002）の
モデルについて論じたい．投票行動のパラドクス
に対するその解決提案には，政党格差 B が含ま
れている．ある投票者が選挙の結果を左右する確
率が無限小でも，人々が明らかに投票に参加して
いる場合，その説明として，この確率によって加
重された政党格差が極端に大きいという可能性も
ある．それが可能なのは，他の行為者たちの行為
によって生じる効用もとりこむ利他主義的な行為
者から出発する場合である．この帰結指向の利他
主義は道具主義的行為としての投票と矛盾しな
い（Jankowski 2002: 68）．他者の改善から得られ
る効用が生じるのは，その改善をもたらす政党へ
の自身の票がその選挙の勝利を決定した場合のみ
である．それゆえ，利他主義者にとっての政党格
差は，自身の財政上の効用に関わる政党格差と
まったく同様に，結果を左右する確率によって加
重される．しかし後者と異なり，それは現実に極
端に大きくなりうる．なぜなら，福祉プログラム
や租税形態による財政上の変化の総和は，その違
いが個々人にとっては相対的に小さい場合であっ
ても，すべての投票者を通して莫大なものになり
うるからである．すなわち，自分の票が選挙の勝
利を決定する確率は 1 対 100,000,000 であると仮
定されるとすると，ある政党の統治プログラムの
実行と他党のそれの（財政上の）効用差異が 10
億ユーロとなるなら，少なくとも 5 ユーロの期待
利得が生じ，それは自身の参加の費用を超過しう
る．
　Jankowski は，投票行動のパラドクスのこの解
決が投票参加についての上記の広義の RC 理論よ
りも優れていると論じている．とりわけ彼のモ
デルは，戦略的な投票の存在を説明することが
できるとされる．後者は，選挙に勝利するチャ
ンスがもうない場合に，投票者が第一選好とは
異なる代替選択肢を選ぶという点に示されてい
る．投票者が自分の第一選好が選好する見込みが
非常に小さい場合に他の代替選択肢を選ぶ場合，
Jankowski によれば，このことはもっぱら pB へ
の回帰のもとで，つまり道具主義的に説明される
（Jankowski 2002: 71）．明らかにこの投票者は自分
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の票を「無駄にしない」ことを望んでおり，した
がって，投票に参加して選挙結果に影響を与えよ
うとする（Blais 2000: 81 も参照のこと）．投票を
純粋な消費性から考察することが不十分であると
いうことを示している点で，このことが重大な論
拠となっているのである．
　もっとも逆に，投票行動の道具主義的ではない
理論のみによって説明されうる経験的事実も示さ
れている．つまり，選挙に勝利するチャンスがな
かったり，さらには選挙結果がすでに決まってい
たりするにもかかわらず，自身の第一選好を選
ぶ投票者がいる（Brennan und Lomasky 1993: 35）．
したがって，投票参加および投票決定の包括的な
説明は，道具主義的でない行為理由も道具主義
的な行為理由も考察すべきなのである．加えて，
Jankowski のモデルには一連の疑わしい含意があ
る．とりわけ，全体の福祉の最大化を問題とする
ために，多数派となることを犠牲にしてでも個別
の関心を代表する政党に意識的に投票する個人の
存在が許されていない．
　道具主義的な RC 理論の第二のグループが示し
ているように，道具主義的な考慮のとりこみは，
純粋に利他主義的な参加への動機づけという疑わ
しい仮定なしでも可能である．この理論が強調す
るのは，主観的期待，およびその客観的な影響確
率の考量の可能性の意義である．とりわけ広義の
RC アプローチに定位した調査研究の文脈では，
観察された投票参加率を説明する際に，投票者の
主観的な影響力期待を挙げる論者も多い（Becker 

2001. 2002; Kühnel und Fuchs 1998; Opp 2001）．選
挙母体の大部分が自身の票の影響力を系統的に過
大評価し，この影響力期待の積極的な効果が統計
的に示されうるということが証明される場合，投
票行動のパラドクスはこの説明アプローチの視点
から解決される（これについて判断を下している
Becker 2001: 586ff. を参照）．しかしながらこの解
決は，それによって単に誤った期待という謎が，
投票行動のパラドクスの代わりの位置を占めてい
るにすぎないという批判を受けている．
　この種の「認知的錯覚」（Opp 2001）の存在と
持続性については，2 つの説明が存在している．

第一の説明はマスメディアと政党の意義を示して
いるが，それらは選挙の前になるといつも個々
の票の重要性と意義を宣伝するのである．これ
によって投票者が影響力確率の過大評価をする
ようになりうるのだが，それを投票者は投票参
加の低い費用に基づいてそれ以上問わず，その
ため修正しないのである（Kühnel und Fuchs 1998: 

329）．対して第二の説明は，影響力期待の「十分
な理由」から出発する（Kühnel 2001: 15; Kühnel 

und Fuchs 1998: 347f.）．この説明は，個々の投票
者が，例えば従業員，東ドイツ人，さらには選挙
民全体といった一つないし複数の集合的行為者の
一部とみなされるという仮定に基づいている．そ
れに合わせて選挙は，例えば東ドイツ人による抵
抗投票や選挙民全体による政府への処罰といった
特定の集団目標を達成する機会と定義される．こ
の状況の定義の際，現代の民主国家ではやはりメ
ディアが，この種の目標イメージの伝達者や構成
者として重要な役割を果たしている．
　投票結果に対する集合的行為者の，例えば政党
の伝統的な固定票層の影響力への信念はまった
く「認知的錯覚」とはならない．RC アプローチ
の視点からは，投票者がこの影響力を自分の票に
転移し，自身を影響力があるものとみなすという
ことは，やはり謎のままである．しかしながら，
この転移に誤った情報や認知的処理の誤りをみる
のは早計である．というのも，個々人としてその
個々の票が選挙結果に決定的な影響を与えるかど
うかという問いに対して，たいていの有権者はあ
くまで「いいえ」と答えるだろうからである．決
定的なのはむしろ，集合的行為者の一部として

自身の影響力を感じるということである（Becker 

2002: 47）．しばしば有権者は，自身の票の影響力
と同じ意見の人々の票の影響力を主観的に区別し
ない．有権者人口の特定の一部—それは第一に想
像の共同体（新しいアメリカ，第三の道など）だ
ろう—への同一視によって，それぞれの投票参加
や投票決定が集団行為として知覚される．つまり
道具主義的行為としての投票というのは，この視
点からみると，少なくとも前意識的には集合体の
パースペクティヴを占めているということを前提
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しているのである．影響力期待のこの概念化は，
選挙母体の大部分の主観的意味に相対的には接近
しているといえよう．
　客観的には実際に，RC アプローチのパースペ
クティヴからは，あいかわらず周知の動機づけ問
題が立てられている．すなわち，道具主義的な集
団目標を達成するために，個々の投票者の票に頼
るということは非常にありそうにないという問題
である．しかし，集団業績から閉めだされえず，
その参加に費用がかかるので，純粋に道具主義的
で個人的な観点から合理的なのは，便乗者として
行動することであろう．ところが投票者が自身の
投票を集団行為として捉える限りで，つまりこの
状況の定義を問題にしない限りで，不参加による
便乗という考えはたいてい生じない．他方，選挙
日にすでに自発的に生じている機会費用，あるい
は政治的関心の少なさによって，便乗の可能性が
主観的に有意な行為選択肢となりうる．つまり，
以上のメカニズムが最終的に高い投票率をうみだ
す唯一の理由は，民主国家では投票がたいてい低
費用状況にあるため，多くの市民にとって参加に
対する道具主義的ではない誘因がその費用よりま
さっているということなのである．
　したがってこの議論も，道具主義的動機づけと
消費的動機づけの同時性に到っている．それによ
れば，投票者は想像の集合的行為者の一部として
主観的にはあくまで道具主義的に，つまり選好開
示という動機づけのみからではなく，行為する．
彼らが便乗の誘因に負けずに投票へ行くとういこ
とは，最終的にはもちろん参加の消費効用と相
対的に小さい参加費用によって根拠づけられる2．
この消費効用はとりわけまさに，集合体の一部と
して自国の運命に影響を及ぼすという意味づけか
ら結果しうるのであり，道具主義的な行動の根拠
と消費的な行動の根拠は互いに手を携えることが
できるのである（これについては，Hardin 1982: 

108f., 111 を参照）．
　広義のヴァージョンの RC アプローチから出発

する場合に経験的な問題となるのは結局，どの誘
因が選挙参加を説明するのかということである．
調査データによる経験的研究でとりわけ確かめら
れているのは，投票規範や政党同一視といった消
費的誘因を反映する変数の影響力である（Blais 

2000; Mueller 2003 を参照）．主観的な影響力期待
も参加の最良の予測因子の一つとして証明されて
きた（とりわけ Blais 2000; Kühnel und Fuchs 1998; 

Opp 2001 において）．影響力期待の効果は一方で
純粋に消費的に政治的重要性の感覚という意味で
解釈される．それを支えるのは，政党格差との交
互作用効果，あるいは政治的選択肢に関わるそ
の他の指標が一貫して証明されていないという
点である（例えば，Andreß, Hagenaars und Kühnel 

1997: 411; Blais und Young 1999: 54 を参照）．とこ
ろがここでその検出力が小さいという問題が生じ
うる．それゆえ，影響力期待の効果がたいてい部
分的に道具主義的な集合的行為の意義も反映して
いるということは排除されない．
　事実として確かめられ続けているのは，投票参
加の RC 説明が道具主義的な誘因も道具主義的で
はない誘因も考察すべきだということである．議
論してきた RC 理論は一連の有意な影響変数の可
能性の全体を同定している．消費効用と道具主義
的な効用成分との区別を横切って，参加に関わる
効用成分と代替選択肢に関わる効用成分を区別す
ることができる．第一のものが参加によってある
効用が生じうる仕方を述べているのに対して，後
者は特定の政治的選択肢の投票の際にのみ有効に
なる．経験的領域では，この種のさまざまな一連
の誘因が操作化され，それらの意義が探求される
のである．

２　習慣としての選挙
　　ーもう一つの説明アプローチー

　投票参加についての広義の RC 説明の展開に並
行して，過去の数十年間，もう一つの説明アプ

２　図式化のために，民主的選挙を室内ゲームとのアナロジーでイメージしてもよい．すなわち，参加が結果するのは第一に（機
会）費用が小さく消費効用が大きいからであり，その場合に限られる．しかしゲームをプレイするということは，行為者に
とって道具主義的にゲームの目標を達成することを望むということを意味する．
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ローチが顕著となり，行為理論的に特に興味深い
一連の研究がもたらされている．この説明アプ
ローチの中心には，動態的考察様式と投票参加の
自明化する性格というテーゼがある．出発点は，
投票参加が多くの人々にとって習慣となっている
という考えである．経験的に示されているのは，
年齢，エスニシティ，収入，教育歴，性別，ある
いは政治的関心といった個人的メルクマールを統
計的に統制した場合であっても，過去の参加行動
が強力に現在の参加行動に相関しているというこ
とである（Brody und Sniderman 1977）．もちろん
このことは条件つきでのみ，投票への参加が将来
の投票行動に影響を及ぼすということの証拠とみ
なすことができる（Nownes 1992）というのも，
観察されない（例えば，心理学的な）メルクマー
ルが存在し，実際にはそれが以前の投票行動も現
在の投票行動も説明するということが十分にあり
うるからである．
　投票参加の自明化の効果というテーゼがこの競
合する解釈可能性に対して維持されるかどうかを
検証するために，この問題をめぐる最近の研究は
観察されない多様性をさまざまな仕方で方法的に
捉えている（Denny und Doyle 2009; Gerber, Green 

und Shachar 2003; Green und Shachar 2000; Plutzer 

2002）．それらの評価によれば，過去の投票への
参加は現在の投票に参加する確率を 13 から 47
パーセント高める3．したがって，それ以後の参
加の確率に対して投票参加が有する注目すべき因
果的効果があると思われる．理論的には，Green

らは二つの解釈の可能性を好んでいる（Gerber, 

Green und Shachar 2003: 548f.; Green und Shachar 

2000: 570f. を参照）．すなわち，第一の解釈によ
れば，参加によって投票行為への慣れ親しみとい
う積極的な感情と，それに合わせてこの特殊な行
動に対する自信が生じる．第二の可能性が強調す
るのは，より規範的な，ないしアイデンティティ

に関わる参加の作用である．

「投票へ行くことによって，市民意識があり政
治に関わる市民という自己イメージが固められ
強められる．より多く投票するほど，より投票
を『私のような人々が投票日にすること』とみ
なすようになる．反対に，棄権によってこの自
己コンセプトやそこから育まれる義務の感覚が
弱められる．」（Green und Shachar 2000:571）

　後で叙述される投票参加についての MFS 説明
を見越して，ここで明白に投票日スクリプトとそ
れに対応する参加への個人的義務の感情の発生が
記述されているということを注記しておきたい．
同様に Green と Shachar が指摘しているのは，こ
の個人的義務が市民の義務としての選挙に対する
一般的態度によって捉えられるのみならず，よ
り特殊な指標を要求しているということである
（Green und Shachar 2000: 571）．
　習慣に基づく投票の洗練された説明モデルは，
参加行動が過去に制御される適応的な学習過程か
ら結果するという仮定に基づいている（Bendor, 

Diermeier und Ting 2003; Fowler 2006b; Kanazawa 

1998, 2000）．投票参加の習慣形成効果についての
上記の諸研究と異なり，この学習理論的モデルに
おいては，将来の参加は選挙の結果に依存してい
る．行動性向が弱められるのか強められるのか
は，参加した選挙の結果が肯定的に感じられるか
それとも否定的に感じられるか次第である．選好
する候補者が選挙に勝利する場合，その選挙でど
ちらの行動を示したかにしたがって，次の選挙で
再び選びに行く確率，あるいは選びに行かない確
率が上昇する．対して選好する候補者が敗北する
場合，今回示した投票行動がくりかえされる確率
は低下する．この「勝てばそのまま，負ければ変
える」パタンは，Kanazawa によってアメリカ合

３　約 47 パーセントの上昇という評価は，Gerber，Green および Shachar（2003）の研究に基づく．この研究で為された実験では，
ランダムに選ばれた人々が書面および／あるいは対面で投票参加を求められた．書面による要求によってはわずかなポイント
しか積極的な効果が結果しなかったのに対して，対面での語りかけでは参加の確率が約 10.2 パーセント上昇した．2 年後に行
われる別の選挙への参加を予測する際には，実験におけるランダムな集団帰属を操作変数として用いることによって，以前の
参加の因果的効果が評価された．しかしながら，Denny と Doyle（2009）はこの評価手続きに疑問を呈し，パネルデータ分析に
基づいて，参加確率は以前の参加によって 13 パーセントしか上昇しないという結論に達している．
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衆国のデータの分析で経験的に検証することがで
きている（Kanazawa 1998, 2000）．
　ようやくその端緒についたところであるにもか
かわらず，学習理論的業績や投票を習慣として叙
述する業績はすでに，投票参加の現実主義的な説
明の一部となっている（Geys 2006）．参加が自己
強化的に作用しうるということを中心的な知見と
して維持するために，これらの業績では，参加が
個人的で規範的な義務も与えるスクリプトとして
固定されている．このことはもちろん不参加にも
同様に当てはまるので，不参加は習慣の結果とみ
なすことができ（Plutzer 2002），それに対応する
強化過程に従うのである（Kanazawa 1998, 2000）．
　もっとも，学習理論的説明の射程の限界は 2 章
4 節ですでに一般的に定式化されている．説明を
要する投票行動の経験的な規則性には，例えば戦
略的投票，つまり将来の帰結に意識的に指向する
行動の存在も含まれる（Jankowski 2002）．それゆ
え，投票参加をもっぱら，過去に制御される適応
的な振る舞いとして説明するのは疑わしいことで
あろう．より説得的なのは，学習理論的モデルの
主な働きが，参加に対する個人的な義務感を（少
なくとも部分的に）説明ないし内因化することに
あるという見方である（Green und Shachar 2000: 

571; Kanazawa 1998: 984）．これは投票参加の―中
心的ではあるが−一つの規定因にすぎない．それ
ゆえ，学習理論的業績や投票を習慣として叙述す
る業績を，経験的に確かめられた広義の RC 説明
の諸要素と統合し，それによってより包括的な説
明を推し進める必要があると思われる．MFS は
とりわけその可変的合理性の仮定によって，その
基盤を提供しているのである．次節では MFS を
投票参加の説明に応用したい．

３．フレーム選択モデルにおける説明

　投票研究ではすでに MFS へ言及しているのも
がいくつかある（Arzheimer und Falter 2003: 578; 

Behnke 2001; Klein 2002: 64; Thurner 1998: 105ff.）．
すでに 5 章 7 節では，MFS に基づく Rolf Becker

（2004）による投票参加の概念化と経験的分析を

とりあげた．Becker がメンタルモデルの定着度
に対する政治的社会化の意義を強調しているのは
正しい．しかしながら，投票規範に関して以下
の論述との重要の差異がある．本書で展開され
る MFS 説明の中心に位置している一方で，投票
規範は Becker の概念化では重要な役割を担って
いない．MFS を用いる投票参加の説明には，フ
レーム選択，スクリプト選択，および行為選択の
特定化，ないしこれらの選択に作用する影響要因
の特定化が必要である．以上の点に関して順に論
じていきたい．
フレーム選択　一般に行為者が投票参加を考慮す
るためには，選挙が行われる日を彼が主観的に
も投票日として定義する必要がある．そのため
には第一に，関連するフレームの精神への定着
に意義がある．選挙権のあるすべての市民が政
治的社会化の結果として，選挙という出来事で
何が問題となるのかを示す認知図式を使用する
ことができるということから出発することがで
きる（Becker 2004: 321ff.）．つまり，選挙にお
いて政治的仮定がある政治的水準で投票によっ
て影響を受けうるということを，市民たちは
知っていなければならない．この基本的知識を
伝達する中心的審級として典型的なのは，実
家，学校，サークル，あるいはメディアであ
る．

　　第二に，状況が適切にこのフレームによって
定義されるかどうかは，選挙の日に適切な状況
客体によってフレームが活性化することに依存
している．それはとりわけ，投票の一般的意義
と，それによって変異する住民によるモデル化
に依存するであろう．個人の水準では，選挙へ
の注意をうみだし有意義なものとするメディア
利用，および社会的ネットワークや組織へのメ
ンバーシップであろう．投票前調査によって予
め投票日に関する知識やそれに対応する注意が
引き起こされるために，以下の経験的分析では
フレーム選択の過程を探求することはできな
い．したがって単純化して，有権者が投票の日
に投票日が問題となっていることを意識してい
るという所与の状況の定義から出発する．
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　　加えて，投票日としての状況の定義は最小限
の政治的関心を前提していると仮定してよい．
実際，問題となる仮説のテストを困難にするよ
うな，この最小限の関心をもたない人は投票前
調査にはほとんど参加していないであろう．さ
らに，政治に関心のない人が政治的選挙に参
加しないという仮説はほぼ自明である（Blais 

2000: 13）．その人々の不参加が不問のまま為
される限り，MFS においてこのことも同様に
スクリプトに基づく行為として概念化できよう
（Plutzer 2002）．

スクリプト選択　投票日としての状況の定義を前
提するなら，参加決定に対するスクリプト選
択の過程にはほとんど意義がない．というの
も，「投票日」という状況には典型的には，規
範的曖昧さや規範コンフリクトといった特徴が
ないからである．広範に統合された民主国家で
は，政治的社会化の中で体験され，社会的に共
有された投票日スクリプトは市民の投票参加を
規範的に規定している4．つまり，投票日スク
リプトは規範的な中核要素として投票規範を含
んでいるのである．実際，民主的市民道徳が単
なる投票参加の規定から生じるのではなく，選
挙権の責任ある行使を求めるということから出
発してよい（Brennan und Lomasky 1993: 189f.; 

Klein 2002: 55f., 69f., 176f. も参照のこと）．これ
には，例えば選挙戦への特定の関心やそれに対
応する情報獲得行動といった，投票前の行動様
式も含まれる．行為者が問題の日を投票日とし
て定義すると，投票日スクリプトによって覆わ
れた投票参加の構成要素は，選挙結果につい
ての晩のニュースまで自動的に意識に入って
くる（Becker 2004: 323）．しかしながら，以下
の MFS の応用研究では（例えば，より広範な
行動要素ではなく）参加の説明が問題となるた
め，スクリプトとしてはもっぱら投票規範がと
りあげられる．

　　投票規範が活性化される強度は，一方でその

定着，つまり内面化の程度に依存している．そ
れが大きくなるほど，有権者は自身の参加を投
票日の文脈で状況にとって適切で，規範的に拘
束された行為選択肢だとより強く感じるように
なる．他方で，投票規範の活性化はその接近可
能性に依存している．これもやはり，投票参
加，あるいはさらに特定の政治的選択肢への投
票が求められる場合に，政治的動員によって大
きくなる．この影響力がどれほど有意義である
かは，直接の対面による投票への促しが優にお
よそ 10 パーセントも参加確率を高めるという
実験的研究で示されている（Gerber und Green 

1999; Gerber, Green und Shachar 2003; Green, 

Gerber und Nickerson 2003）．
行為選択　行為選択は，投票参加についての

MFS 説明の中心に位置している．この選択が
合理的‐計算的（rc）モードで生じる場合，有
権者はすべての有意な誘因を互いに考量し，参
加行動は結局，参加と棄権のどちらが彼の主観
的な期待効用を最大化させるかに依存する．対
して自動的‐自発的（as）モードでは，有権者
は不問のまま投票規範に従う．情報処理のどち
らのモードが投票参加を規定するかは，関係す
るモード選択に依存する．その規定因に関して
は，いくつかの単純化仮定がある．

　　第一に，状況は一義的に「投票日」として定
義されていることが仮定される（一致度 mi＝
1）．少なくとも，すでに投票前調査に参加して
いる回答者に関しては，これは現実的な仮定で
ある．投票参加を規定している限りで，この投
票規範が当該の行為選択を一義的に規制してい
ることに議論の余地はないだろう（規制度 ak | j

＝1）．加えて，有権者には原則として，自身の
参加決定を反省する十分な機会がある（反省機
会 p＝1）．従って，その日を投票日と定義する
有権者が投票に行き，棄権一般について考慮し
ない条件は，次のように単純化される．すなわ
ち，

４　前提されている民主国家の統合度は，政治システムの水準で，民主的統治システムを持続的かつ安定的に支持する国民文化に
よって特徴づけられる（Merkel 1999: 146, 14ff.）．それが含意しているのはとりわけ，中心的な社会化の審級が民主的価値，態
度，規範を伝達するということである．
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　　AW（Ak | Fi, Sj）≥τ　　　⇔
　　aj | i・aj　　　　≥1−C/U

　　この条件が満たされると，as モードで投票
規範を遵守するようになる．これは一方で，
投票規範の接近可能性と内面化に依存し，他
方で反省費用 C と反省動機づけ U に依存す
る．反省費用は他の日常状況より高くはない．
それでも自発的に不問のまま参加行動を採る
場合がしばしばなのは，投票参加への賛成反
対を熟慮する動機づけがしばしば非常に小さ
いからである．少なくともたいていの西欧の
民主国家では，投票参加は低費用状況にある
（Kirchgässner 1992）．それゆえ一般に，一度定
着した参加行動を反省的に問う動機づけは少な
いといえよう．投票所が非常に遠くにあると
か，その状況で機会費用が極端に突出ていると
いった特殊な状況は，本書で分析されるデータ
では詳細には探求されていない．適切な指標を
欠いているため，単純化して，個人間で一定の
比率 C/U から出発している．

　　投票規範の接近可能性 aj | i が相対的に高いの
は，投票日において競合するスクリプトが一般
に存在しないからである．個人間のヴァリエー
ションは，ある有権者たちが他の行為者から投
票を求められることによって生じる．この要求
が行為者に対して（例えば，選挙ポスターに対
して家族や友人によって）より個人的に向けら
れるほど，この効果はより強くなるだろう．重
要な他者によるこの種の要求は，投票後調査で
容易に調べられるだろう．しかしながら，この
情報を MFS 仮説のテストに関連する他の変数
と一緒に調べたデータセットはない．それゆえ
以下の分析では，まずこの影響変数を抽象化
し，投票規範の接近可能性はすべての回答者に
ついて十分に高いと仮定している．

　　投票規範の内面化度 aj のみをとりあげると，
上記の不等式から以下のことが導かれる．すな
わち，投票規範を強く内面化している（aj ≥ 1
−C/U）有権者は自動的−自発的に参加する一
方で，投票規範を弱い程度にしか内面化してい

ない（aj＜1−C/U）有権者は費用−効用考慮に
基づいて，参加が利益になるかどうかを決定す
るということである．ここから以下の仮説がも
たらされる．

MFS 仮説 1　有権者が投票規範をより強く内面
化しているほど（定着 aj），この有権者はより
参加するようになり，投票参加の性向に対する
他の誘因の影響を受けにくくなる．特に強い内
面化度では，参加決定は他の誘因から独立して
為される．

　　つまり，投票規範の内面化度と（不）参加に
対する他の誘因との統計上の交互作用効果が予
測される．この交互作用効果は投票参加につい
ての一般の RC 理論とは矛盾している．この理
論が単一の効用関数から出発する限り，投票規
範の内面化度は他の誘因と同様に加算的な仕方
で投票参加への性向を高めると予測される．投
票参加についての MFS 説明は，この再構成が
規範的に動機づけられた参加という主観的意味
を扱えていないというしばしば表明される批判
（Boudon 1998. 2003; Engelen 2006; Yee 1997）を
明確にしている．rc モードで参加決定を行う
有権者にとってのみ，投票規範は実際に誘因の
中の一つとなるのである．

　　MFS 仮説 1 を以下の分析で経験的に検証す
るためには，rc モードの行為選択が典型的に
どのような誘因に依存しているかを特定しなけ
ればならない．投票参加についての RC 理論で
挙げられている最も重要な候補はすでに 6 章 1
節で記述した．それらの誘因がどのくらい強く
投票参加に影響するかは，広義の RC アプロー
チの枠組みでは経験的な問題である．投票参加
についての MFS 説明もこの理論上の未決性を
踏襲してよい．なぜなら，それは十分な情報量
と説明力をその特殊な交互作用仮説から引き出
しているからである．

モード転換と再フレーミング

　投票規範という構成概念はここまであえて相対
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的に抽象的なままにしてあった．とりわけ，スク
リプトに基づく不問のままの参加が習慣的に行わ
れるのか，推敲された，すなわち，十分に根拠づ
けられた規範的確信の表現であるのかということ
を区別してこなかった．上記の仮説を導出するの
にこの区別が必要なかったのは，これらの下位類
型の中心的な共通性を狙っているからである．す
なわち，投票日スクリプトによって自身の参加が
適切な行為となり，それによって，十分な活性化
のもとでは as モードのスクリプトに基づく投票
参加がもたらされるという共通性である．しかし
あくまで MFS ではさらなる詳細化が可能である．
複雑性が自己目的ではないため，それによって行
為生成メカニズムについての経験的に検証可能な
詳細な因果仮説が得られる限りで，この詳細化は
求められる．そのテストのためのデータが使用で
きる仮説が以下で導き出される．ここまでの論述
と異なり，そのためにさまざまな形態の不問の投
票参加が区別され，それらの影響について分析が
為される．
　投票規範の高い内面化度では，とりわけ二つの
ものが表現される．すなわち第一に，ある人は投
票参加を自明で適切なものと感じ，規範的な義務
について意識的にこしらえられた十分な理由を用
いないというものである．極端な事例では投票参
加はほとんどルーティンとなっており，Weber の
言う「棲みついた習慣で」で選択を行うが，その
十分な理由と規範的次元はほとんど意識されない
のである．第二に，行為者は自身の投票参加を高
度な個人的コメットメントをともなう市民の義務
と感じ，その規範的な要請の理由を意識的にこし
らえることもありうる5．その意義を示す経験的
証拠のある（Blais 2000: 104ff.）中心的な理由が
示しているのは，統治形態としての民主主義への
信頼である．投票参加がこの信頼にとって構成的
であるので，民主主義への是認からそれにふさわ

しい義務が導き出される．この根拠づけは投票規
範の価値合理的な土台とみなすことができる．投
票参加は民主主義の機能という集合財を保持する
ために必要なこととして，したがって，規範的な
拘束とみなされ，状況内の誘因を無視する無条
件の規範遵守という帰結をともなう（一般には，
Esser 2003; Kroneberg 2007 を参照）．
　as モードで行為選択が生じる限りでは，かな
り習慣的な投票規範の遵守と，その規範的な義務
としての性格に対して行為者が十分な理由を当て
ることができる投票参加との間に，決定的な違い
はない．ところがこの違いがみられるようになる
のは，行為者が撹乱に直面し，その結果 rc モー
ドに転換する場合である．モード転換の引き金と
なりうるのは，例えば，短期的に生じる高い機会
費用（週末休暇への急な招待）や，重要な他者に
よる投票参加への疑念の表明である．行為者が
rc モードで，状況が実際に投票参加を求めてい
るのかどうかを問う場合，この反省の結果はとり
わけ，投票規範の定着が何に基づいているかに依
存している．すなわち，

MFS 仮説 2　投票規範の定着が価値合理的な確
信（「十分な理由」）に基づいているなら，行為
者は rc モードへ転換してもなお，自分に参加
する義務があるという結論に達する．

　この仮説は実際の参加行動にではなく，単に投
票規範の価値合理的な定着において再フレーミン
グの確率がより小さいということに関わってい
る．したがって，その行動にとって決定的なの
は，反省の過程で再フレーミングに達するか否か
である．

MFS 仮説 3　投票規範が価値合理的な確信に基
づいており，行為者が rc モードへの転換の後

５　この記述にはさらに少なくとも二つの動機づけを要約しているが，それらは原理的には詳細化させられうるものでる．した
がって，自身を政治的関心がある活動的なパーソナリティとみて，この自己イメージに基づいて不参加を排除している投票者
の存在が想定される．この種の人々はなによりも自分自身に対する義務を感じている．これとは異なり，投票規範をなにより
も社会的規範として内面化している行為者もありうる．すなわち彼らにとって中心的なのは，民主国家の市民は誰でも投票に
参加すべきだということである．このようなさらなる詳細化が重要となるのは，例えば，どのような行為者が不参加を告白し
た者にサンクションを与えるのかが問題となるような場合であろう．
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でもそれを維持するなら，参加性向が減少する
ことはない．対して行為者が不参加を決定する
のは，投票規範が一次的に習慣として定着して
いる場合か，その価値合理的な確信が反省に
よって持続しない場合である．

　つまり MFS から期待されるのは，rc モードの
フレーム選択への移行が，投票規範が習慣として
定着している場合には「習慣遮断器」として作用
するということである．対して価値合理的に基礎
づけられた定着は―もちろんそれによって，行為
者が投票規範を問うた後にもそれを維持すること
が決まっているわけではないにもかかわらず―
ずっと安定的であろう6．
　MFS 仮説 2 および仮説 3 は，規範定着の基礎
づけの論拠における個人間の違いに関わってい
る．MFS 仮説 1 とは対照的に，ここでは内面化
度の強さは一定に保たれる．有意味な状況の影響
が rc モードへの転換に作用するほど強く十分に
あるということのみが仮定される．それによって
行為状況で投票規範の妥当性への疑問が生じる
が，それは 5 章 3 節で記述したような反省的な
フレーム選択である．したがって以上の諸仮説
は，そこで叙述された価値合理的行為の概念化
を MFS において説明的かつ経験的に利用できる
ようにしうる仕方を例示している．導き出され
た MFS 仮説を本書の統計的分析で検証する前に，
投票参加についての発展型 MFS 説明を代弁する
結果をすでに得ている経験的研究を示したい．

４　MFSによる説明の妥当性に関する先行
研究からの証拠

　投票参加についての MFS 説明の経験的妥当性
に関する手がかりは，すでに既存研究から得られ
ている．それはとりわけ MFS 仮説 1 について該
当するが，この仮説によれば，投票参加に対す
る誘因効果は投票規範の内面化度に依存してい

る．この点に間して Knack（1994）は，80 年代
のアメリカ合衆国の投票研究と気象データに基づ
いて，投票規範へのコミットメントをあまり示さ
ない回答者のグループでのみ，悪天候時に投票
参加が減少するということを示している（Knack 

1994: 199）．強力に形成された投票規範のもとで
は，悪天候は参加へ影響しなかった．加えてさま
ざまな包括的研究によって証明されえたのは，合
理的な誘因の説明力が強力に形成された投票規範
をもつ回答者ではほとんど生じないか，あるいは
少なくとも，弱い程度にしか形成れていない投
票規範をもつ回答者の場合よりも明らかにわず
かにしか生じないということである（Barry 1970: 

17f.; Blais 2000: 101ff.; Blais, Young und Lapp 2000; 

Schoen und Falter 2003）．例えば，Blais らがカナ
ダの調査データに基づき示すことができたのは，
Downs のモデルで中心的な三つの誘因変数（p，
B，および C）が低い規範定着のサンプルにおい
てのみ有意な効果を示すものの，より高い規範定
着のサンプルではそうではないということであ
る（Blais 2000: 101ff.; Blais, Young und Lapp 2000: 

192）．Schoen と Falter（2003）が見出しているの
は，2002 年の連邦議会選挙への参加が，強力に
形成された投票規範のもとでは，弱い選挙規範の
もとでよりも，政党支持，首相選好，ないし政策
選好の強さや政治的関心に（有意ではあるもの
の）あまり強くは依存していないということであ
る．
　複数の中心的な誘因変数の効果がとりあげられ
ている点で，これらの研究は Knack のものより
明らかに包括的である．もっとも，より強力に形
成された投票規範をもつサンプル群とより弱い程
度にしか形成れていない投票規範をもつサンプル
群に区分けした分析が達成されているかどうかに
は問題が残っている．したがって，投票規範の内
面化度と諸誘因変数の間にある変数に特化した交
互作用効果の存在を統計的に証明することはでき
ていない．諸誘因変数のそれぞれ異なる強さの効

６　むしろ rc モードのフレーム選択は，その結果が予め定まっていないような偶有的な過程である．その規定因を探求することは，
それ自体が問題を立てることであろう．社会学的には，行為者の社会的埋め込みや，行為者が参与する具体的な社会的相互作
用過程や妥当性討議が，重要な役割を担うにふさわしいということから出発できよう．
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果は，例えば従属変数を両方のサンプル群に対し
てそれぞれ異なる傾斜配分をすることによっての
み生じうる（Long 1997: 70）．MFS 仮説 1 を適切
にテストするためには，サンプル全体に基づき投
票規範とそれぞれの誘因変数の間の積項を用いる
ことで統計的にモデル化することが必要である．
これが次節で述べられる分析の手続きである（既
存のものとして，Kroneberg 2006; Kroneberg, Yaish 

und Stocké 2010 を参照）．
　MFS 仮説 2 および仮説 3 は，投票規範の妥当
性が問われる反省的な状況の定義に関わってい
る．これらのテストのために，そのような過程を
実験によって誘導している Blais と Young（1999）
の研究のデータを分析したい．それゆえ，すでに
MFS 説明の妥当性を示唆している彼らの既存の
結果と同様に研究をデザインしている．
　Blais と Young は 1993 年のカナダの国政選挙を
文脈として，2 大学の 10 のゼミナールに属する
政治学，経済学，社会学の学生に実験を行った．
その手法は，Downs のモデルとそこから結果す
る投票行動のパラドクスについて 10 分から 12 分
のプレゼンテーションを行うというものである．
可能な限り中立的な仕方で，学生たちは参加決定
に対する費用‐ 効用パースペクティヴと，自身

の票が高い確率で投票結果に違いをもたらさない
という事実に触れることになった．この研究の第
一の目標は，実際の投票参加に対するこのプレゼ
ンテーションの効果を確認することにあった．彼
らによって用いられたデザインではプレゼンテー
ションを受けない複数の統制グループもパネル調
査に含まれているので，プレゼンテーションの
効果が生じたメカニズムについての主張も可能
になっている．このパネルには全体として 3 つ
の調査が包括されている（Blais und Young 1999: 

43ff.）．すなわち，第一に選挙の 5 週間前，第二
に選挙の 2 週間前，第三に選挙後の週である．プ
レゼンテーションは第二の調査の直前に行われ
た．表 1（Blais und Young 1999: 42 から引用）に
はこの研究デザインの概観が示されている．
　この研究の第一の結果は，プレゼンテーション
が投票参加の報告を関連性のある第三変数の統制
下で約 7 パーセント減少させたというものであ
る7．投票参加は実験グループでおよそ全体の 77
パーセントから 70 パーセントに落ちた．Blais と
Young はこの作用の原因として二つの可能性をみ
ている．第一に，プレゼンテーションがその学生
たちにおいて Downs のモデルのパラメータ，つ
まり，知覚された決定可能性 p，知覚された費用

７　回答者はランダム・サンプルではないのため，後から関連性のある第三変数が統計的に統制された．この変数は，政治的関心
の程度，政党同一視の有無，以前の投票参加報告の有無，所属大学，および投票前調査への参加である．

　　　表１　Blair und Young（1999）における研究デザイン
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C，ないしは知覚された効用差 B を変化させた可
能性があるということである．ただし示されてい
るのは，プレゼンテーションからは知覚された費
用に対する有意な効果のみが生じるということで
ある．このことも参加に対する限界的な効果しか
示さないので，Blais と Young は，7 パーセント
のうちほぼ 6 パーセントについては他の作用メカ
ニズムによって説明されなければならないと結論
づけている（Blais und Young 1999: 50）．
　Blais と Young が考察しているプレゼンテー
ションの第二の作用様式は，投票行為の意義に
対する態度の変化にある．プレゼンテーション
は実施から 3 週間を経ても考察対象の 15 の態度
変数の大部分に有意な影響を有しているという
ことが，実際に証明されている（Blias und Young 

1999: 51）．これらの諸変数の探索的因子分析に
よって 3 つの因子が得られているが，Blais と
Young は「義務」，「シニシズム」，および社会的
「圧力」と解釈している．彼らが証明できている
のは，プレゼンテーションが 3 つの因子すべてに
対して有意な影響を有してはいたが，関連性のあ
る第三変数を統制すると，「義務」因子のみが投
票参加に対して有意な影響を有しているというこ
とである．プレゼンテーションが投票参加をこの
因子を介して約 3.5 パーセント減少させていると
彼らは推定している．理論的には，「義務」因子
を発展型 MFS 説明における投票規範の概念化に
まったく類比されるものと，彼らは解釈してい
る．いわく，

「我々の見解では，この因子は投票における規
範的で価値を担っている不問の側面を代表して
おり，この指標で高い得点を出している被験者
たちは，民主国家の市民は投票に行き，自らの
選挙権を行使すべきであるという広く支持され
ている見解を共有している．」（Blais und Young 

1999: 51）

　彼らの見解によれば，プレゼンテーションに
よって，多くの学生が投票参加に対する自身の道
徳義務を問うようになる．彼らがこの作用メカニ

ズムを解釈する段落は，その用語法に至るまで投
票参加についての MFS 説明と一致している．い
わく，

「したがって，一部の回答者に対して，このプ
レゼンテーションはまさに投票の行為の定義を
修正している．そこでは，投票をするという決
定は個人によって為される決定として描かれて
おり，共同体や市民のメンバーによるものとし
てではない．それはまた，人々がしないことを
考えることもできる合理的なもの，問題とする
ことができるものとして描かれている．これは
直接的には為されていない．すなわち，プレゼ
ンテーションは投票が良いことだとか悪いこと
だとは言わなかったし，投票を支えているであ
ろう価値については沈黙していた．しかし我々
が投票の行為を費用‐便益のことばでフレーム

づけすることによって，一部の学生は自分たち
が投票への義務を感じるべきかどうかを問題と
するようになったのである．」（Blais und Young 

1999: 51f., 強調は原文にはない）

　Blais und Young によって仮定されているメカニ
ズムは明らかに再フレーミングの過程，つまり，
状況の定義の転換である．MFS に基づくと，プ
レゼンテーションにこの効果があった理由が説明
される．プレゼンテーションによって投票参加が
問題視されるようになると，自身の投票参加に対
する理由が争点とならざるをえない．そうして投
票日スクリプトが反省作業の対象となる．加え
て MFS からは，どのような条件でどのような効
果が期待されるかという点についてさらなる仮説
が導き出される．MFS 仮説 2 および仮説 3 に従
うと，反省の影響は，投票規範の定着が価値合理
的な確信に基づいているか，より習慣的なものか
ということに決定的に依存している．これまで価
値合理的な理由で選挙に参加してきた人々につい
ては，投票行動のパラドクスについてのプレゼン
テーションによって容易に影響を受けることはよ
り少なかったであろう．なぜなら，規範的に根拠
づけられたフレーミングは一般に他の考察様式



Vol.11 (2017) 61

から守られやすいからである．彼らが rc モード
のフレーム選択の導入後も自身の価値合理的な理
由を維持した限りで，彼らの参加傾向もプレゼン
テーションによって減少しなかったといえる．こ
の仮説は 6 章 6 節で Blais und Young のデータを
用いて検証する．もちろんすでに，この結果には
この仮説の妥当性についての最初の手がかりが含
まれている．プレゼンテーションによって影響を
受けなかったわずかな態度変数の一つは，「民主
主義を守るためには，市民の大多数が投票するこ
とが不可欠である」というものである（Blais und 

Young 1999: 49）．この項目への賛成が示している
のは，自身の投票日スクリプトに対する価値合理
的な根拠づけである．すなわち，民主主義の機能
という集合財の保持に貢献するために参加すると
いうことである．プレゼンテーションに対する
この態度変数の堅固さは，Blais と Young が後に

「義務」因子としてまとめた 3 つの項目の 1 つで
あるという点で，さらに注目に値する．したがっ
て，プレゼンテーションはこの因子の他の 2 つの
指標（「投票することはすべての市民の義務だ」
「自分の投票する政党や候補者に勝つ見込みがな
くても投票することは大切だ」）によってのみ作
用しているのである．この現象を彼らはどこにお
いても主題化していない．この点でも，より詳細
で，とりわけより強く理論に主導された説明を可
能にしている行為理論の剰余価値が示されてい
る．

5　データおよび測定

5.1　データベースと従属変数

　以下の分析では，特に重要な MFS 仮説のテス
トを可能にする 2 つのデータセットが用いられ
る．1 つのデータセットには，一連の誘因変数の

全体と投票規範の内面化度の複数の指標を直接に
測定したものが含まれている．もう 1 つのデータ
セットによって，投票前調査と投票後調査によっ
て参加意図と報告された参加行動の分析が可能
となっている．1 つは 1995 年のノルトライン・
ヴェストファーレン州の州議会選挙についての
研究に，もう 1 つは 1993 年のカナダの連邦議会
選挙を文脈としてモントリオールとウェスタン・
オンタリオの大学の学生に対して行われた Blias

と Young（1999）の研究に基づいている8．以下
では，このデータセットを NRW データセットお
よび学生データセットと呼ぶ．NRW 研究では投
票の 1 週間前に 1002 人の有権者のランダム・サ
ンプルについて調査された．さらに回答者の 72.9
パーセントにていては，投票直後の週に行われた
投票後調査の結果がある．カナダの議会選挙につ
いての研究（学生データセット）については，す
でに 6 章 4 節で記述している．それには，2 つの
投票前調査（投票の 5 週間前と 2 週間前）および
1 つの投票後調査（投票の直後の週）が含まれる
（N = 989）．
　投票参加は以下の分析の中心的な従属変数で
ある．個人の参加についての客観的なデータが
存在しないため，投票前調査で表明された参加
意図か投票後調査で報告された参加に基づかざ
るをえない9．NRW データセットでは，投票前
調査で回答者の 90.28 パーセントが投票に行きた
いと回答している．投票後調査では，再回答者
の 88.77 パーセントが投票に行ったと報告してい
る．対して，この州議会選挙の公式発表による
投票参加は 64.1 パーセントであった．この差異
は「過剰報告」および，とりわけ教育歴が相対
的に短い人々による選択的な欠損に基づいてい
る（Kühnel und Ohr 1996: 30f.）．参加意図を保守
的に測定する目的のため，自身の参加について

８　ここでもう一度，André Blais，Steffen Kühnel，Dieter Ohr に謝意を表したい．彼らは寛大にもこのデータセットを筆者に使用
させてくれた．このデータの既存の分析については，Blais und Young（1999），Blais（2000），あるいは，Andreß et al.（1997），
Kühnel und Fuchs（1998）を参照．

９　参加意図を用いる場合の大きな問題は，投票に参加すると答える回答者の割合が，有権者人口のうちの公式発表による投票参
加をたいてい明らかに超えているということにある（いわゆる「過剰報告」）．このことは投票規範の意義についてのもう 1 つ
の証拠とみなすこともできるが，ここでは社会的に望ましい回答行動という姿で現れているのである（Knack 1992: 137）．もっ
とも実際の参加を扱っている研究で言われてきたのは，調査で投票者とみなされる人のデータは，実際の投票者からほとんど
区別できないということである（Kühnel 2001: 17）．
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まだ「決めていない」と回答した回答者は棄権
者カテゴリに分類された10．NRW データセット
では，もともとの回答者の 73 パーセントが参加
行動を報告した．補完としてしかこの変数に基
づくことができないのはもちろん，それが選択
的な欠損による偏りの危険を高めるからである．
学生データセットではこの系統的な参照の問題
が無視できるのは，回答がゼミナールの場で為
されているからである．それゆえこちらでは，
投票後調査で報告された参加行動のみが従属変
数として用いられる．対して独立変数の測定に
ついては，因果系列をよりよく描写し合理化効
果を除くことができるので，投票前調査に基づ
くことに利点がある．本書では，投票から時間
的に直近の 2 回目の投票前調査を用いる11．

5.2　誘因変数と統制変数

　MFS 説明のテストに用いる誘因変数，その平均
および標準偏差は表 7［巻末に掲載］に引用して
いる．2 つのデータセットには，政党ないし候補
者に関係している代替選択肢に関わる効用成分の
種々の操作化が存在している．NRW データセッ
トでは，それは，特に大きな問題解決能力を有す
るか，個人的な関心を最もよく代表するか，ある
いは一般に気が向いている政党の知覚である．政
党に関わる誘因の第四の指標として，四大政党
（SPD，CDU，FDP，および緑の党）の最高の評価
と最低の評価の差に対応する成績差がある．最後
に考慮されるのは，回答者に 2 人の首相候補者の
どちらかに選好があるのか，それともそのような
選好がないのかである．学生データセットでは，
全国水準と選挙区が区別されて，回答者にとって
選挙の結果がどれくらい重要かが考慮されている．
代替選択肢に関わる効用のもう 1 つの指標として，
ここでも政党傾向の有無が用いられている．
　主観的な影響力期待は，NRW データセットで

は，選挙結果に対する自身の票の意義の知覚に
よって比較的直接に操作化することができている．
学生データセットでは，選挙結果の稀少性の知覚
が代理変数として用いられているが（Blais 2000: 

74），これも同様に全国水準と選挙区水準が区別さ
れて挙げられている．この期待された影響力の指
標は，同時に政治的有効性の知覚から生じる消費

効用の指標ともなっている．NRW データセット
では，民主主義への満足というかたちで代替選択
肢に関わらないもう 1 つの消費効用が考慮されて
いる．加えて両方のデータセットに，参加費用の
知覚の測定がある．NRW データセットでは，機
会費用の測定に基づいている．そこで問われたの
は，どの程度までより重要なものごとを差し置い
て国政選挙へ参加するのかということである．学
生データセットでは，直接の費用についての 2 つ
の指標が投票の困難さの知覚に関わっている．
　理論的に多義的な状態にあるのは，政治的関
心，および社会的環境における参加（NRW デー
タセット）ないし棄権の可能性に対する友人と家
族の態度（学生データセット）である．RC パー
スペクティヴからは，政治的関心は投票参加から
生じる消費効用のもう 1 つの指標であろうし，社
会的環境のメルクマールは参加に関わるサンク
ションの可能性の代理変数として解釈されうるだ
ろう．しかし投票参加についての発展型 MFS 説
明で期待されるのは，一次的である可能性がなく
とも，この因子が誘因変数としてのみ関連性があ
るのではないということである．むしろ政治的関
心は最初から状況の定義に影響しているし，加え
て投票日スクリプトに緊密に結び付いている．な
ぜなら，投票規範は見識のある参加を規定してい
るからである．同様にすでに指摘されているの
は，行為者の社会的埋め込みが投票規範の入手可
能性に対して重要な影響力を振るうだろうという
ことである．この理論的多義性―誘因変数とし

10　投票参加の社会的な望ましさに基づき，後者の棄権者の一部はまだ決めていないと回答すると仮定される．それによって，一
義的に嘘をつく必要なく，社会的により否定的に評価される意図を答えることが避けられるわけである．この考察に基づき，
NRW データセットでは，確実な投票者が，未決定者と確実な棄権者の合計に対置された（同様のものとして，Thurner 1998: 
189, 259）．この両グルーピングの序数的系列に間して，相対的に妥当な測定から出発することができるのである．

11　個々の独立変数に欠損値がある場合に限って，まずは投票後調査の測定に，次に時間的に明らかにかなり前となる 1 回目の投
票前調査に基づいている．
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て，および自発的な活性化の加重の規定因子とし
て―は経験的には解消できないので，この 2 つの
変数は MFS 説明のテストでは単に統制変数とし
て処理される．
　もう 1 つの統制変数として他者がある．NRW

データセットでは，加えて教育歴と性別が統制さ
れている12．学生データセットの分析では，特殊
なデータ調査から生じるさらに 3 つの統制変数が
用いられている．すなわち，所属大学，実験グ
ループへの所属（投票行動のパラドクスのプレゼ
ンテーション），および投票前調査への参加であ
る．

5.3　投票規範

　投票規範の内面化度の操作化には複数の指標が
用いられる．まず両方のデータセットで，投票参
加は民主的な市民義務であるという設問への賛同
の度合いがある．しかしこれだけをとりあげる
と，この標準項目は投票規範への個人的なコミッ
トメントを捉えるには十分ではない．そのため
NRW データセットで加えて考慮されているのは，
棄権が良心の呵責をもたらす程度，および棄権が
自分のパーソナリティに矛盾する程度である．カ
ナダの学生データセットでは，棄権をした場合に
は罪責感があるという設問，あるいは，支持して
いる政治的選択肢に勝つ見込みがなくても選ぶこ
とは大切であるという設問に対する賛同が用いら
れている．これらの項目は，投票規範の個人的で
無条件の妥当性の指標とみなすことができる．
　学生データセットではさらに第四の指標が用い
られている．すなわち，民主主義を守るために
は，市民の大多数が投票に行かなければならな

いという設問への賛同の程度である．理論的に
は，この項目はむしろ投票規範の定着の予測因子
である．それゆえ後で行う詳細な分析ではその影
響力は分けてとりあげられる．それにもかかわら
ず，それを内面化度の追加指標としてとりいれる
ことがこのデータセットで正当化されれているの
は，この項目への賛同が，投票参加が市民の義務
であるという評価と最も大きく相関しているから
である13．このことは，モントリオールの一般の
有権者に自身の参加の理由について尋ねた Blais

と Thalheimer（1997，これは Blais 2000: 104f. に
引用されている）の研究結果と一致している．そ
の研究では，規範的に参加への義務を感じること
を主な理由として選挙へ行った回答者 78 名のう
ち 71 名が，民主主義を信じる場合には，そして
信じるがゆえにひとは投票へ行くべきだという設
問に賛同した．
　用いられた諸指標の一次元性は両方のデータ
セットで探索的因子分析によって確かめることが
できている．それらの分析の結果は表 2 に略記
してある．因子負荷量はすべての場合で慣習的
に「実際上有意」（Hair et al. 1998: 111）とされて
いる値である 0.5 を超えている．これを自乗する
と，その因子（つまり，投票規範の定着として解
釈される潜在変数）が説明する項目の回答におけ
る分散の配分量が得られる．以下の学生データ
セットの分析で用いられる因子得点は，「投票規
範の定着度」という観察されない変数の回答者に
おける形成を評価しており，個々の指標と比べて
より測定誤差に悩まされないものとなっている．
NRW データセットでは，3 つの指標を加重なく
加算した指数がつくられている14．

12　学生データセットの分析で性別変数が外されているのは，その欠損値の量が大きい（17 パーセント）からである．後者はおそ
らく，同定不可能性を守ろうとするゼミナール参加者の努力を示している．

13　相関係数は 0.54 であるので，他の 2 つの指標と市民の義務指標との相関係数よりも大きい（投票は勝つ見込みがなくても重要
だという項目については，r ＝ 0.49，棄権をした場合には罪責感があるという項目については，r ＝ 0.40）．NRW データセット
では類似に項目が用いられており，投票参加が少ないことが民主主義にとって棄権となりうるかどうかについて尋ねている．
もっとも，他の 3 つの指標とこの変数との多分相関係数は，それらの指標同士のどの相関係数よりも小さい．そのため NRW
データセットでは，上記の 3 つの指標の使用のみで定着度の妥当な測定が可能となると思われる．

14　これは，「まったく賛同する」「部分的に賛同する」「まったく賛同しない」しか区別していない NRW データセットの投票規範
項目の回答カテゴリ数の少なさに合わせられている．この回答カテゴリと同じ間隔から始めた場合であっても，通常の因子分
析の実施には意味がない．そのため一次元性を検証するために多分相関行列に基づく因子分析で計算が為されたが，これは順
序尺度の指標から出発しており，因子得点の算出を可能にするものではない（Jöreskog 2002; Kühnel 1996; Muthén 1993）．学生
データセットでは，Thomson の回帰法を用いて因子得点が算出された．ここ係数が算出され，0.71 という容認できる値となっ
ている．
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　図 1［本訳では省略］は両方のデータセットに
おける投票規範の内面化度の分布を示している．
両方のヒストグラムで明らかに負に歪んだ分布が
認められるが，最も内面化度の小さい事例はとり
わけ学生データセットではほぼ皆無である．灰色
の帯と白色の帯を比較すると，この変数の参加行
動に対する関係についての第一印象が得られる．
学生データセットでは報告された参加が基になっ
ており，NRW データセットでは参加意図が基に
なっている．期待されたようにその連関は強く肯
定的である．すなわち，参加（意図）が報告され
た事例の数（灰色の帯）が，投票規範の内面化に
ともなって増加する．対して参加（意図）のない
事例の頻度（白色の帯）は，投票規範が最も強く
形成されている領域で非常に小さくなっているの
である．

6　経験的分析の結果

　多変量の統計分析の結果はまずは回帰分析表で
示す．最も重要な結果に限って，統計分析法につ
いてより詳しい知見がなくとも理解できるようそ
れぞれグラフで図示してある．

6.1　誘因効果の投票規範の内面化度への依存

　最初の分析ステップで問題となるのは，投票参
加に関連性のある誘因を同定することである．理
論的には，さまざまな道具主義的動因や投票参加
の消費効用を反映する誘因変数の無限の集合が考
えられうる．しかしながら，MFS 仮説の意味の
あるテストは，統計的に説明力のある誘因変数に
ついてのみ可能である．わずかにしか投票参加と
連関していない誘因については，その影響力が投
票規範の内面化度にともなって変異するかどうか

　　　　　　　表２　投票規範の定着度およびその因子負荷量の指標
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は判断されない15．以下の分析の出発点は，特定
に関しては投票参加についての RC 理論に従い，
表 7 に挙げた誘因変数および統制変数をすべて含
む回帰モデルである．この回帰モデルから，意味
のある影響力が生じないとみられる誘因変数が
1 つずつ除かれた（これについては，Hosmer und 

Lemeshow 2000: 92ff. を参照）16．紙幅の都合から，

ここではこの分析ステップについて詳細に叙述は
できない17．重要な結果として抑えておくべきな
のは，投票参加についての道具主義的な RC 理論
は確証されていないということである．この理論
から予測されるのは，特定の選挙結果への選好が
より強く参加を動機づけるほど，市民の期待影響
力が大きくなるというものである．しかしながら

　　　　　　　　　　　　表３　誘因変数と投票規範の内面化度との交互作用効果（学生データセット）

15　これについては，出版社のインターネットサイトにある，MFS 仮説の統計的検証可能性についての追加章（Kroneberg 2011a）
を参照．加えて，とりあげる誘因変数の限定は多重共線性を防いでいる．したがって，考察される誘因変数はどれも個々別々
にのみならず，投票規範の内面化度との積としても，MFS 仮説 1 のテストへ導入される．大量の評価パラメータの結果，およ
び積項間の相対的に大きな相関によって，不安定な評価の危険が生じる．

16　除かれた変数は，その係数が統計的に有意でなくかつ非常に小さかったか，あるいはその符号が RC 理論の理論的期待とは矛
盾したものである．尤度比検定によって検証されたのは，除かれた諸変数が偏差の減少に有意には貢献していないということ
である（Hosmer und Lemeshow 2000: 92ff. を参照）．さらに両方のデータセットで，2 つの効用指標を 1 つの指数にまとめること
によって，説明力のある誘因変数と，したがって高い検出力が得られた．NRW データセットでは，これは候補者選好の有無と
個人的な関心を最もよく代表している政党の有無であり（選好指数），学生データセットでは，国政水準および選挙区水準での
選挙結果の重要性の感覚である．これらの指標の尺度はそれぞれ同一であった．指数の設定が統計的に正しいことは，同様の
回帰係数のよって示唆され，尤度比検定によって確証されている．NRW データセットにおいて指数設定に含意されている仮定
は，候補者選好と政党選好をもつ回答者では，これらの選好のうちの 1 つしかもたない回答者よりも，参加に対する誘因の大
きさが 2 倍になるということである．相反する選好の可能性は，ここでは単純化のために考慮しない．とりわけ投票決定の分
析では，この点は系統的にとりいれらるべきだろう．

17　開始モデルと一段階ずつの変数選択の要約つきの表は著者から入手可能であり，出版社のインターネットサイトにある追加章
にある（Kroneberg 2011b）．



66

統計的には，一方で影響力期待ないし選挙結果の
稀少性の知覚と，他方で選挙結果に関わる効用変
数の間にあると予測される交互作用効果の存在
の証拠は得られなかった18．そのため次の分析で

は，道具主義的な誘因効果は除かれる．
　無意味な変数を除いて得られた縮小版 RC モデ
ルを表 3 および表 4 に挙げた19．挙げられた係数
の解釈について注意すべきは，すべての独立変数

18　対応する積項は予測される正の符号と異なり負の値であるか，統計的に有意ではない（すでに論じている Andreß, Hagenaars und 
Kühnel 1997: 411; Blais und Young 1999: 54）．道具主義的な誘因変数の関連性を早まって除かないようにするために，さまざまな
後続分析が実施された（交互作用効果の分離評価，諸指標の追加指数への要約，投票規範の内面化度の低い回答者への分析の
制限）．しかしながら，期待された交互作用効果はこれらの分析では証明されなかった．

19　このモデルで誘因変数の効果をとりあげると，一連の効果が統計的に意味がないかわずかにしか有意でないということが起こ
る．このことは，変数の選択を終えてから，それでも統計的に有意な誘因効果のみをモデルに残すという方法上の決定の表現
である．それにともなって避けるべきなのは，サンプルへの過剰適応（Fox 1997: 359; Hosmer und Limeshow 2000: 92），および，
投票規範の内面化度との予測される交互作用効果を含めてはじめて説明力がみえるようになる可能性のある有意変数の排除で
ある．

　　　　　　　　　　　　表４　誘因変数と投票規範との交互作用効果（NRW データセット）
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が単位区間へ変換されたことである20．それらの
係数が示しているのは，独立変数がその最小値の
代わりに最大値を得る場合に，参加性向が平均的
に変化する強さ（より正確には，標準偏差の大き
さ）である21．
　学生データセットでは，最も強力な誘因効果は
参加の費用の知覚から生じている．すなわち，最
大の費用の知覚は最小のものと比べて参加傾向を
約 0.93 標準偏差減少させている．選挙結果の重
要性にも強く統計的に有意な効果があり，参加傾
向を約 0.66 標準偏差高めている．対して稀少性
の知覚の影響力は明らかにより小さいと思われる
（βSy*＝0.29）．
　NRW データセットでは，変数の選択をまずは
意図的な投票参加に対して実行することによっ
て，より大きな分析サンプルに依拠することがで
きた．したがって帰結したモデルは報告された投
票参加に転用された．ここで，自身の票の意義と
機会費用の知覚の意義に対して符号の違う有意で
ない効果が生じた．それゆえ加えて報告された投
票参加の RC モデルはこの 2 つの予測子に縮小さ
れた．他にも，参加意図がとりあげられるか（よ
り小さな選挙後サンプルで）参加報告がとりあげ
られるかにしたがって，さまざまな影響力の強さ
の誘因変数が示されている．参加意図の点では，
最も強力な誘因効果は候補者および政党の選好
（選好指標）の有無から生じている（βSy*＝0.69）．
自身の票の意義にも有意な効果がある（βSy*＝
0.39）．対して参加意図は政党一体視，民主主義
満足，あるいは機会費用の知覚によっては影響を
受けていないようである．ところが参加行動の報
告をとりあげると，政党一体視（βSy*＝0.40）と

民主主義満足（βSy*＝0.56）がまさに最も説明力
のある誘因変数となっている．
　NRW データセットにおける参加の意図と報告
の間の相違の可能な解釈は以下の通りである．す
なわち，選挙前の週の参加意図は，実際の知覚と
感覚を反映する誘因によってより強く形成されて
いるように思われるということである．これはあ
くまで短期的な変化にしたがっている可能性があ
り，それゆえ投票日には場合によってもう別様に
形成されているものである．これは，参加の報告
についてとりわけ比較的安定した知覚とコミット
メント（政党同一視と民主主義満足）の影響力が
確認される理由を説明するだろう．この解釈に基
づくと，自身の票の意義の知覚および機会費用が
報告された参加行動に対してまったく関連がない
ということも納得できよう．係数の符号の違いに
基づいて，それらは予め，この従属変数のさらな
る分析での変数選択の際に除かれた．まさに機会
費用の知覚という点では，短期的な振動から―場
合によっては投票日でも−生じうるのである．そ
のため，選挙前の週の測定は，投票日における参
加に関連するこの変数の形成とはわずかにしか相
関しない．
　MFS 仮説 1 が予測するのは，誘因効果の強さ
が投票規範の内面化度にしたがって系統的に変異
するということである．そのためその統計的テス
トのためには，それぞれの誘因変数と投票規範の
内面化度の交互作用効果が評価さなければならな
い．表 3 と 4 に明らかなように，MFS モデルは
縮小型 RC モデルを適切に拡張するために，それ
ぞれの誘因変数ごとに投票規範の内面化度との積
を追加予測子として回帰方程式に取り込んでい

20　MFS の応用研究では，この単位区間への変換によって，予測される交互作用の方向と強さが最初から回帰係数によって判断で
きるようになる．したがって，最小のスクリプト定着および最大のスクリプト定着において生じる最大の誘因効果の強さがし
ばしば問題となる．21　参加性向は統計的な変量であるが，それによって誘因効果の強さをさまざまな回帰モデルを通して比
較することができるようになる．これは経験的にもたらされる参加意図と混同されてはならな であり，参加意図の分析でも参
加報告の分析でも算出される．RC アプローチでは，これは参加の は，Winship と Mare が開発した方法の 1 つにしたがって評
価された（Long 1997: 69ff.; Winship und Mare 1984: 517）．ここで述べられた，参加性向に対する効果を得るには，通常のロジッ
ト効 標準化係数についても言及される．

21　参加性向は統計的な変量であるが，それによって誘因効果の強さをさまざまな回帰モデルを通して比較することができるよう
になる．これは経験的にもたらされる参加意図と混同されてはならない．むしろ行動性向は観察されない計量的変数 y* であ
り，参加意図の分析でも参加報告の分析でも算出される．RC アプローチでは，これは参加の主観的期待効果（SEU）値と棄権
の SEU 値の差に対応する．観察されない参加性向の標準偏差σy* は，Winship と Mare が開発した方法の 1 つにしたがって評
価された（Long 1997: 69ff.; Winship und Mare 1984: 517）．ここで述べられた，参加性向に対する効果を得るには，通常のロジッ
ト効果をこの標準偏差によって除して求める（βSy* ＝ b/σy*）．したがって，y* 標準化係数についても言及される．
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る．誘因変数の係数は，投票規範の内面化度が最
小の場合に対する最大の誘因効果を表している．
積項の係数が示しているのは，投票規範の内面化
度が最大の値をとる場合に，この誘因変数が変化
する仕方である．
　NRW データセットにおける参加意図の MFS

モデルは，表 4 の第 3 列では外されている（モデ
ル 2 ）．すべての交互作用効果の符号パタンは理
論的期待に対応している．投票規範のより強い内
面化度は正の誘因効果（自身の票の意義，選好指
標，政党同一視，および民主主義満足）も，機
会費用という負の誘因効果と同様に中和してい
る．そのため，最初の 4 つの積項の係数は負であ
り，五番目は正である．個々の積項の統計的意義

が非常に混交して出てくるということは，検証力
の問題に基づくと驚くべきものではない（これ
については，Kroneberg 2011a を参照）．しかしそ
れも MFS 仮説 1 の査定にとって決定的でないの
は，この査定にとってはこの積項の共通のテスト
が問題だからである．このテストは，1 ％水準で
統計的に有意なモデル改善をもたらしている（χ 2

（5）＝16.81, p＜0.01）．したがって，交互作用効
果の包摂はいかなるモデル改善ももたらさないと
いう帰無仮説は棄却される．これは，NRW デー
タセットの報告された参加行動にも当てはまる．
投票規範が強く内面化されているほど，関連性の
ある 3 つの誘因変数（選好指標，政党同一視，お
よび民主主義満足）の正の影響は小さくなる．こ
の積項，あるいは交互作用効果の評価の包摂はこ
こでも統計的に有意なモデル改善に結果している
（χ2（3）＝8.71, p＜0.05）．
　学生データセットでは，参加報告が改めて直接
にとりあげられる．ふたたび，同じ像（表 3 のモ
デル 2 ）が生じる．すなわち，より強く内面化さ
れた投票規範は，選挙区における投票の稀少性の
知覚のより少ない正の影響や投票結果の主観的な
重要性と結び付いており，同様に参加費用の知覚
のよりわずかな負の影響と結び付いている．これ

らの交互作用効果の考慮によって，統計的に有意
なモデル改善がもたらされる（χ2（3）＝8.99, p＜
0.05）22．
　統制変数の影響下では，両方のデータセット
で社会的環境のそれが突出している．社会的環
境ヘの参画（NRW データセット），あるいは友
人や家族の参加に関わる態度（学生データセッ
ト）は，自身の参加と強く相関している．発展
型 MFS 説明を背景とすると，これは驚くべきこ
とではない．既述の通り出発点は，行為者の社会
的埋め込みが投票規範の活性化にも rc モードで
の参加決定における誘因にも作用するということ
である．加えて NRW データセットでは，教育歴
および年齢の正の効果が生じている．学生データ
セットでは，ウェスタン・オンタリオの学生は明
らかにより小さな参加確率を占めている一方で，
政治的関心のわずかに有意な正の効果が生じてい
る（Blais und Young 1999: 44 を参照）．

グラフによる図示

　図 2 および図 3 では帯グラフで結果を図示して
いる．帯の高さは参加傾向の平均的変化の評価に
対応しており，それはとりあげられる誘因が最小
の値ではなく最大の値を示す場合に生じるもので
ある．つまり帯は誘因効果の強さを示している．
例えば図 2 の上部の第 1 の帯が示しているのは，
政党選好や候補者選好（選好指標）をもつ回答者
の参加傾向が，選好する政党も選好する候補者も
いない回答者の参加傾向よりも約 0.69 標準偏差
高いということである．
　参加に関連する傾向のあるどの誘因について
も，図中では 3 つの帯が出されている．すなわ
ち，灰色の帯は，すべての回答者が投票参加に対
する賛否の決定を誘因に依存して行うということ
から出発する場合の誘因の効果の評価に対応し
ている．この仮定は投票参加についての RC 理論
に対応している．黒色および白色の帯は，RC 理
論と競合する MFS の理論的期待を図示している．

22　MFS モデルで交互作用効果を考慮することによって統計的に有意なモデル改善がもたらされた場合であっても，擬似 R2 値は
縮小型 RC モデルに対してわずかにしか上昇しない．決定的な変化はこのフィット度［Fitmaß］ではなく，係数評価に関わって
いる（King 1986: 675ff.）．
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すなわち，MFS 仮説 1 によると，投票規範の内面
化が少ない回答者のみが誘因によって影響を受け
ると考えられる（黒色の帯）23．対して投票規範を
強く内面化している回答者（白色の帯）は，有意
の値から独立して投票に参加すると考えられる．

　 3 つの帯グラフすべてが明確に示しているの
は，MFS 仮説 1 が確かめられているということ
である．誘因効果は投票規範の内面化が少ない場
合の方が，強く内面化された投票規範の場合より
も非常に強い．この相違を考慮してはじめて，参

23　黒色の帯は，内面化度が分析サンプルの 10 パーセントに届かない回答者に対する誘因効果を評価している
（10％のパーセンタイル：NRW データセットの 0.17，データセットの 0.53）．11 の条件つき誘因効果の内の 8 つ
は 5 ％から 10％水準で統計的に有意である．対して前の表では，誘因効果は内面化度の最小の値でとりあげられ
た．確かにこれらは平均的に，10％パーセンタイルに対するここでとりあげられた条件つき効果よりも，非常に
強く評価されている．しかし後者がより確実に評価されるのは，この値の近傍に明らかに過半数の回答者がいる
からである．とりわけ，選挙結果の稀少性の知覚（学生データセット）や参加意図への自身の票の意義（NRW
データセット）が統計的に有意（p＜0.05 あるいは p＜0.10）であるのは，それらを，低いが最小ではない投票規
範の内面化度を有する回答者について評価する場合である．

図２　投票規範の内面化度に従属した誘引効果（NRW データセット）
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加に対する誘因の真の効力が明らかになる．内面
化度が低い回答者グループ（黒色の帯）では，誘
因効果は，すべての回答者が誘因に依存して決定
するという仮定（灰色の帯）のもとで生じる平均
的な誘因効果より部分的に明らかに強い．多くの
誘因の行動関連性は一般に，投票規範の内面化度
の高さにしたがって分けられる場合にはじめて見
えてくるということは，発展型 MFS 説明が示唆
するとおりである．例えばこのことは，NRW に
おける参加意図への政党同一視の影響力に当ては
まっている．サンプル全体に対する縮小型 RC モ
デルに基づくと，この影響力は存在しないと結
論されるだろう．参加傾向に対する誘因効果は
約 0.10 標準偏差のみであり，無視できるほど小さ
く，統計的にも有意でない効果である．MFS モデ
ルが示しているのは，政党同一視が影響力をもた
ないという結論が誤っているだろうということで
ある．黒色の帯は，投票規範がわずかにしか内面
化されていないという条件下での政党同一視の効
果に対応している．それによれば，参加傾向は低
い内面化度の場合に政党同一視によって約 0.48 標

準偏差上昇する．つまりこの条件つき効果は RC

モデルにおける無いに等しいわずかな平均効果の
およそ 5 倍大きい．したがって，投票規範の内面
化度との統計的に有意な交互作用効果が，政党同
一視の誘因作用をはじめて生じさせるのである．
　上記の結果は MFS 仮説 1 の最初の部分に関
わっており，そこで予測されているのは，誘因効
果が投票規範の内面化度にしたがって系統的に変
異するということである．しかし，その第 2 の部
分で交互作用効果の特定の強さを予測している点
で，この仮説はさらに進んでいる．すなわち，特
に強く投票規範が内面化されている場合では，参
加決定は他の誘因からまったく独立であろうとい
うことである．この仮説（の一部）の検証ために
は，投票規範の内面化度が最大の場合に生じる誘
因効果をとりあげなければならない．この条件つ
き効果は，無に等しいほどわずかで統計的に有意
ではないと考えられる．結果がこの期待も確証し
ていることは明らかである．すなわち，11 の誘
因効果はすべて最大の内面化度の場合（白色の
帯）には統計的に有意ではない．平均的に最も強

図３　投票規範の内面化度に従属した誘引効果（学生データセット）
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いままの誘因効果は標準偏差のおよそ 3 分 1 しか
参加傾向を変化させていないし（図 3 を参照），
注目すべきはこれが，誘因がその最小値から最大
値へと上昇する場合の評価だということである．
残りの係数は非常にわずかな誘因効果に対応して
おり，そのうち 5 つは符号が変わっている（それ
によって逆向きの効果が生じてはいない）．

6.2　投票規範の価値合理的基礎づけ，および状

況の定義と行為に対するその影響

―Blais と Young による実験の二次分析―

　以下では，投票参加についての発展型 MFS 説
明から導き出される第 2 および第 3 の仮説が検
証される．そのために，すでに 4 節で詳細に叙
述した Blais と Young（1999）の実験のデータを
分析したい．その結果に合わせて仮定するのは，
Downs の投票行動のパラドクスについてのプレ
ゼンテーションが実験グループの参加に際して
rc モードでのフレーム選択をもたらす傾向にあ
り，そのモードにおいては，彼らが投票規範の有
意味性ないし個人的妥当性を吟味するということ
である．実際に示されているのは，プレゼンテー
ションを受けた学生の方が，統制グループの学生
よりも自身の参加について吟味するということで

ある24．
　以下の分析の中心的な独立変数が形成している
のは，市民の大多数の投票参加は民主主義の維持
にとって不可欠だというイメージである．投票規
範の価値合理的基礎づけから出発するのは，この
設問に強く同意している場合である．簡便のため
にこれを集合財確信の有無と名づけることにする
が，それは投票参加がここでは「民主主義」とい
う集合財の維持にとって道具的だとみなされるか
らである．この指標への妥当な値を示している始
点サンプルの学生では，わずかに過半数がこの確
信を示している（回答者 832 名の 54.33 パーセン
ト）．
　集合財確信が 3 つの回答時点すべてで認められ
たので，その時間的安定性をとりあげることがで
きる．明らかになっているのは，1 回目の回答時
点（投票の 5 週間前）で集合財確信をもっていた
回答者の 73.25％が，2 回目の回答（投票の 2 週
間前）でもこの確信を示しているということであ
る25．その間に行われた投票行動のパラドクスに
ついてのプレゼンテーションは集合財確信にはほ
とんど影響を与えなかった．これが明らかになる
のは，1 回目の回答時点で集合財確信をもってい
た回答者をとりあげる場合である26．実験グルー

　　　　　　　　　表５　市民義務の知覚の規定因（２回目および３回目の回答時点）

24　依拠するのは変数の順序ロジスティック回帰モデルであり，そこでは学生が選挙期間中に，自分たちが投票に行く気があるか
どうかについて吟味していた（OR ＝ 1.53, p ＜ 0.05）．これは投票後調査で問われた（回答カテゴリ：「まったくない」「あまり
ない」「いくらかある」「とてもある」）．

25　はじめの 2 回の回答時点で集合財確信を挙げていた 564 名の回答者のうち，22.5 パーセンタイルがカテゴリを替
えた．同じくらいの変化が投票後調査との間でもふたたび生じた．この変化は，一部は測定誤差と無回答に帰す
ことができるだろうが，一部は実際の態度変化にも帰せられるだろう．

26　より正確に言うと，軸 1 で集合財確信を示し，軸 1 および 2 でこの変数に妥当な値を示した回答者（N＝314）と
なる．
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プでは，自身の集合財確信を維持した回答者の割
合は 69.66 パーセントに達したが，統制グループ
では 76.33 パーセントであった．つまり，プレゼ
ンテーションは集合財確信に対しては最大でもわ
ずかな負の効果しかもたなかったのである（OR

＝1.40, p＝0.184）．したがって，民主主義の維持
に対する投票参加の道具性についての確信は，投
票参加の合理性が rc モードで吟味される場合で
あっても相対的に安定しているようである．他方
で，この指標における変化は無視できるものでは
ない．それゆえ参加行動の説明のためには，回答
者がプレゼンテーションのあとでも，あるいは一
般に 2 回目の回答時点でも集合財確信を支持して
いたかどうかを考察しなければならない．支持の
事例に当てはまった下位グループについては，安

定した集合財確信の存在と言うことにしたい．
　MFS 仮説 2 は参加への義務の知覚に関わって
いる．この構成概念の最も直接的な指標は一般的
な市民義務としての投票の評価である．この仮説
から予測されるのは，この評価が実験によって誘
導されるフレーム選択によって変化されうるのだ
が，投票参加の価値合理的基礎づけはこの再フ
レーミングと逆向きに作用するだろうというもの
である．すなわち，プレゼンテーションが義務の
知覚を低減させない，あるいは少なくともよりわ
ずかにしか低減させないのは，前もって集合財確
信が生じている場合だということである．表 5 の
線形回帰モデルがこの仮説をテストしている．義
務の感覚の変化をとりあげるために，1 回目の回
答時点の評価を統制した上で，2 回目ないし 3 回
目の回答時点での市民義務の知覚が分析する．
　表 5 の 2 つ目の回帰モデルは予測された交互作
用効果を確証している（p＜0.05）．プレゼンテー
ションには，予め集合財確信をもっていなかった
回答者においてのみ有意な負の効果がある．この
回帰モデルは 1 回目と 3 回目の回答の間の変化を
とりあげている．対して表 5 の最初の回帰モデル
で明らかなように，1 回目と 2 回目の回答時点の

間の変化をとりあげると，この仮説は確証されて
いない．符号パタンが仮説と一致していても，そ
の効果はここでは，十分に確実に評価できるほど
には明らかに足りない．示唆される仮説は，1 回
目と 2 回目の軸の時間間隔が短すぎて，義務の知
覚に対するプレゼンテーションの作用がまだ十分
に示されていないというものである．
　もちろん逆に 2 つ目の回帰モデルの結果につ
いても，投票後調査で挙げられた市民義務が
（非）参加の合理化効果によって歪められている
可能性があるという論拠から問題にすることも
できよう．この論拠に応えるために，さらに報
告された参加について統制されている 3 つ目の
回帰モデルを評価する．表 5 に明らかなように，
交互作用効果の評価において確実性が若干減少
している（p＜0.10）ことを除いて，統制によっ
て係数は何も変化していない．
　以上の分析は状況の定義の構成要素に関わって
いた．すなわち，集合財確信の妥当性および投票
規範の妥当である．以下では今度は参加行動に対
するプレゼンテーションの効果をとりあげる．6
章 4 節に掲載されているように，Blais と Young

（1999: 45）による分析では，統計的に有意なプ
レゼンテーションの負の効果が明らかにされて
いる．プレゼンテーションによって，参加チャ
ンスは平均的に約 1.52 回減っていた（p < 0.05）．
複製可能なこの結果は，848 事例（実験グループ
243 と統制グループ 605）の分析サンプルに基づ
いている．
　対して以下の分析では，すでに 1 回目の調査時
点で回答をした 479 事例のみを用いる27．これら
の事例は，相対的に均衡して実験条件と統制条件
に分かれている（n＝212 あるいは n＝267）．これ
らの事例についてのみ測定できるのは，プレゼン
テーションの前に予め集合財確信が生じていたか
どうか，そしてこの確信がその後も維持された
か（安定した集合財確信）ということである．こ
のサンプルに基づくと，実験の平均効果はおよそ

27　これらの事例は，6 章 4 節の表 1 のグループ 1，2，6，7，および 9 に対応している．いわゆる標準誤差の Huber-White- あるい
は Sandwich 推定法を用いて，被験者のクラスタリングはグループごとに考慮された．この手続きによってここで報告されてい
る結果が再現される．それによって実際，これらの推定の確実性が高められている．もっともこの強力な標準誤差の解釈には
疑問が残る．したがって，本書では単に通常の標準誤差を掲載した（同様の論点として Blais und Young 1999）．
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半分にしか達せず，統計的に有意ではない（OR

＝1/1.26, p＝0.324）28．とりわけその値の少なさが
示唆する結論は，プレゼンテーションからは参加
への効果がほとんど生じなかったということであ
る．サンプル全体に基づく結果との差異は観察さ
れていない多様性によって生じているのかもしれ
ない．すなわち，投票後調査のみに参加している
グループがサンプルのその他の部分から系統的に
区別される可能性がある．もっとも分析を続ける
にあたっては，この点は無視できる．上記のよう
に，特定の条件下ではここで考察されたサンプル
においてもプレゼンテーションの効果が証明され
るのである．
　MFS 仮説 3 は，MFS においてプレゼンテー
ションの効果が特に強く期待される，あるいは

まったく期待されない条件を特定している．出発
点となるのは，投票規範への習慣的なコミットメ
ントとその価値合理的に基礎づけられた定着の区
別である．投票行動のパラドクスについてのプレ
ゼンテーションが参加を減少させる効果を有する
と理論的に期待されるのは，投票規範が一次的に
習慣として定着していた場合か，価値合理的な確
信が実験によって誘導された反省に耐えられな
かった場合である．
　使用できるデータでは，習慣としての定着が直
接には操作化されない．そのため参加への一般的
な傾向の指数として，学生が前年に行われた国民
投票に参加したかどうかという問いを用いるこ
ととする29．ここには，投票規範の習慣的な遵守
も，誘因に制御された投票参加についての「いつ

28　このオッズ比を算出するために，表 6（モデル 1）に掲載されている，観察されない参加傾向への と掛け合わせ，非標準化ロ
ジット係数の結果を指数化し，その逆関数を取っている．

29　この測定仮定が支持的に示している順序ロジスティック回帰モデルは，前年の国民投票に参加した学生が実際に，自分が投票
に行くかどうかについてあまり思案しなかったというものである．

　　　　　　　　　表６　これまでの参加行動および安定した集合財確信の存在に従属した
　　　　　　　　　　　　投票行動のパラドクスのプレゼンテーションの効果
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もの決定」も表現されうる．行為選択のこの 2 つ
の基礎の可能性に対しては，投票行動のパラドク
スがその有意味性を問われるということが当ては
まる．この測定仮定と考察に基づいて，MFS 仮
説 3 は次の 1 つ目の部分仮説へと翻訳される．

MFS 仮説 3a　投票行動のパラドクスについての
プレゼンテーションが参加傾向を特に強く低減
させたのは，前年の国民投票に参加した回答者
に対してであった．

　 2 つ目の部分仮説が主題とするのは投票規範の
価値合理的に基礎づけの作用であるが，その操作
化はすでに説明されている．

MFS 仮説 3b　投票行動のパラドクスについての
プレゼンテーションが参加傾向を低減させな
かった回答者においては，民主主義の機能の保
持にとって投票参加が中心的であると考えら
れ，この確信がプレゼンテーションのあとでも
維持されていた（安定した集合財確信）．

　MFS 仮説 3a および仮説 3b が出発点としてい
るのは，投票行動のパラドクスについてのプレゼ
ンテーションが有する学生に対する作用が，彼ら
に一般に参加への傾向があったかどうか（前年の

国民投票への参加），および，身につけている集
合財確信を彼らが維持したかどうかにしたがって
変異するということである．表 6 のモデル 2 およ
びモデル 3 はこの交互作用効果の存在をまずは
個々にテストしているのである．やはりその係数
が示しているのは，独立変数がその最小値ではな
く最大値をとった場合に，平均的におよそどれく
らいの標準偏差で参加傾向が変化するかというこ
とである．推定パラメータの数を多くし過ぎない
ようにするために，一般的な政治的関心と所属大
学のみを統制する．
　モデル 2 が示しているのは，前年に国民投票へ
参加した学生に約 0.74 標準偏差より高く参加傾
向があるということである．ただしこのことは統
制グループについてのみ当てはまる．投票行動の

パラドクスについてのプレゼンテーションによっ
て，この効果はほとんど完全に消滅する．逆に言
うと，プレゼンテーションは前年に国民投票へ参
加した学生のグループにおいてのみ参加傾向を減
少させている．したがって MFS 仮説 3a は明らか
に確証されている．
　同じことが，安定した集合財確信に関する
MFS 仮説 3b にも当てはまる．対応する交互作用
効果はモデル 3 で強く，統計的に有意である．安
定した集合財確信のない回答者については，プレ
ゼンテーションのわずかな負の効果が示されてい
る（p＜0.10）．すなわち，プレゼンテーションに
よって参加傾向は平均して 0.22 標準偏差減少し
ている．対して安定した集合財確信のある学生に
ついては，期待された通り，プレゼンテーション
には参加を減少させる効果がない．さらには，プ
レゼンテーションはこの下位グループで参加傾向
を約 0.45 標準偏差高めているのである（＝0.67−
0.22, p＜0.05）．この結果は一応理論的期待を超え
ている．MFS のパースペクティヴからは以下の
ように解釈される．すなわち，投票参加を民主主
義の保持にとって必要だとみなし，実験によって
誘導された rc モードへの転換の後でもこの確信
を維持した学生にとって，プレゼンテーションは
結局規範的確信を強めたのであり，この確信は
まさに「現実のためのモデル」（Schluchter 2000: 

98）という意味で，モデルと矛盾する証拠によっ
てさえ，そしてそれによってまさに維持されるの
である．つまり，十分な理由を案出することに
よってこの学生たちにおいてさらに強力な定着が
生じ，そして投票規範の特に強力な活性化が間違
いなく生じ，それによって学生たちの参加傾向が
高められたのである．
　モデル 4a はさらに詳細な考察に基づいており，
2 つの部分仮説が同時にテストされ，互いに関係
づけられている．プレゼンテーションと 2 つの調
整変数との 3 重の交互作用のパタンという結果
は，係数の正負と大きさから理論的期待に一致し
ており，10％水準で統計的に有意である．加えて
さらに投票規範の内面化度を統制すると（モデル
4b），それらの諸連環を決定的に変化させること
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なく，さらに大きな推定の確実性（p＜0.05）が
得られる30．

グラフによる図示

　図 4 では，モデル 4a に基づく 3 重の交互作用
を図示している．図では予測される参加可能性が
示されているが，これは交互作用する 3 つの変数
の 8 つの組み合わせから生じている．統制変数は
その平均値で一定に維持された（ウェスタン・オ
ンタリオ，政治への何らかの関心）．

ａ．図の右側の 2 つの帯ペアから明らかなよう
に，プレゼンテーションの最も強い効果は，前

年の投票参加に対して生じている．集合財確信
が存在しない場合，プレゼンテーションは参加
確率を約 26 パーセント減少させている．対し
て集合財確信があると，参加確率はもともと
高い始点水準からプレゼンテーションによっ
て 100 パーセント近くまで上昇している．した
がって参加傾向は，もともと前年の国民投票に
参加しており，投票行動のパラドクスを知らさ
れており，それでも身につけた集合財確信を維

持することができた学生において，一義的に最
も高いのである．

ｂ．図の左側の 2 つの帯ペアは，前年に国民投票
に参加しなかった学生に関わっている．この下
位グループでは，集合財確信もプレゼンテー
ションもわずかな正の効果を示しているようで
ある．理論的に考えうるのは，この下位グルー
プの一部が，プレゼンテーションによって「投
票参加」というテーマについて考えさせられる
ようになって，自身の棄権を吟味するように
なったというものである．もっともその効果は
統計的に有意ではない．

ｃ．単に習慣的に投票規範が定着している場合に
プレゼンテーションによる負の効果の強さを明
らかにするためには，さらなる比較が役立つ．
このため，図 4 の左から 1 つ目と 3 つ目の帯ペ
アをとりあげる．白色の帯同士の差異は，統制
グループにおける前年の参加の強い効果を示
している．以前の参加は参加確率を 0.36 から
0.73 まで高めている．2 つの黒色の帯を比較す
ると，この相違が投票行動のパラドクスについ
てのプレゼンテーションによって完全に消滅し

30　注目に値する唯一の違いは，前年に投票へ行かなかった学生の下位グループに関わっている．モデル 4a では，このグループに
存在する安定した集合財確信にはわずかに肯定的な効果がある．モデル 4b ではこの効果はもう生じていない．つまりモデル 4a
での効果は単に，集合財確信が生じている場合に平均的により高くなる投票規範の内面化を示しているのである．このことが
それほど驚くべきことではないのは，持続的変数としての集合財確信が，内面化の 4 つの指標のうちの 1 つを成しているから
である．もっとも集合財確信の二分指標への内面化度の回帰では，説明されない変異の量がつねに 70 パーセント近くにまで達
している．つまり，モデル 4b では共線性問題は生じていない．

　　　　　　　図４　これまでの参加行動および安定した集合財確信の存在に従属した，
投票行動のパラドクスのプレゼンテーションが与える参加可能性への効果



76

ている．
　このように MFS によって，既存研究と比べて
はるかに詳細で理論によって強力に導かれた分析
が可能となる．フレーム選択に関しても参加行動
に関しても，理論的期待が確証されている．中心
的な結果として確定しているのは，投票行動のパ
ラドクスについてのプレゼンテーションによって
実験的に誘導されるフレーム選択にはまったく異
なる効果があり，それは投票規範が習慣的に定着
しているか，あるいは価値合理的に基礎づけられ
て，この確信が維持されたかにしたがっていると
いうことである．

7　結　論

　経験的分析の結果によって投票参加についての
発展型 MFS 説明は確証されている．強く定着し
た投票規範を有する有権者は，投票意図や投票報
告において他の誘因の形成から広範に独立してい
る．対して投票規範があまり定着していない場合
は，参加するか否かの決定は参加するための直接
間接の費用，選挙結果に対する自身の票の意義の
知覚，政党同一視の存在，ないし短期的な政治的
選好や民主主義満足の度合いに系統的に依存して
いる．正確な境界線を引くことが難しい場合で
あっても，有権者は概念上，無条件に参加する中
心的な有権者と誘因に依存して決定する市民に分
けられる（Engelen 2006; Schoen und Falter 2003）．
加えて理論的には，不問のまま投票へ行かない第
三の区分が生じる（Plutzer 2002）．もっともこの
区分は投票研究おいて参加へ言及がなされるた
め，極端に過少に代表され，そのため調べるのが
困難である．
　MFS 仮説 1 に関して為されたテストは，横断
的データによる統計的分析だという点では一般的
な留保のもとにある．投票規範の内面化度を実験
によって妥当なかたちで操作化するということ
は（活性化の場合と違って）ほとんど不可能だと

思われるので，今後のテストは縦断的データに基
づくことによって，よりリスクの低い仮定のもと
で因果推論をできるようにすべきであろう31．そ
れによってはじめてとりあげることができるの
は，投票規範の内面化がどのくらい変化すると，
それに対応して，参加行動ないしそれに対する他
の誘因の関連性の変化が帰結するのかということ
である．対してここで為されている因果推論は検
証不可能な仮定に基づいているが，それは，独立
変数について同じ値を有する回答者には平均的
に同じ参加傾向があるというものである（King, 

Keohane und Verba 1994: 91）．ただし，結果を歪
めている観察されない多様性の存在は完全には排
除できるものではない．さらに，反対方向の因果
関係が生じている可能性がある．すなわち，以前
の投票へ参加したことのある人は自分の行為に
よって規範的な理想を満たしているというイメー
ジを発達させるのだが，それはこのイメージが将
来の参加行動には因果的に影響を与えなくても
可能だというものである（Finkel und Muller 1998: 

45 を参照）．実際に，彼らの過去の参加と将来の
参加はその他の要因からは独立している．
　しかしながら，MFS によって仮定される因果
関係の発生を支持する論拠がいくつかある．第一
に注目すべきは，投票参加への個人的な義務感が
因果的に非常に近接した要因であり，それに対
応して，参加行動と強く連関しているというこ
とである．それゆえ他の諸研究（例えば，Finkel 

und Muller）と異なり，この要因は抽象的な態度
設問によってのみならず，回答者の感情（やまし
さ，罪責感）や自己概念（自分の性格との矛盾）
に関する項目によっても操作化される．このよう
に定着したスクリプトが単なる合理化にすぎない
ということは，ほとんどありそうにない．疑いな
く，このような規範的スクリプトの定着は以前の
参加行動の特定の構成要素に反映されている．し
かも動態的なパースペクティヴをとりいれている
研究でさえ，投票日スクリプトが参加行動に対し

31　パネル設計の多数の投票研究があるのもかかわらず，ここで展開した説明にとって中心となる構成概念の適切な指標を含む縦
断的データは，管見ではこれまで存在しない．このことはとりわけ，単に市民義務としての投票に対する一般的な態度を捉え
る標準項目とは異なる，投票参加の義務に対する個人的な感覚に当てはまっている．
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て独立して因果的な効果を行使しているというこ
とを理論的な出発点としていたり，その経験的な
証拠を提示していたりするのである．このように
定着している行為傾向の発生と強化が，投票参加
の自己強化効果を説明する中心的メカニズムなの
である（Denny und Doyle 2009; Gerber, Green und 

Shachar 2003: 548f., Green und Shachar 2000: 570f.; 

Kanazawa 1998, 2000）．
　第二に代替となる説明は，ここで為された分析
で明らかにされた統計的な交互作用パタンを説明
するという課題にさらされるだろうということで
ある．例えば，投票規範の一定の定着が参加に関
連性のある固有の効果をもたずに単に合理化を表
現しているにすぎないということから出発する
と，中心的な費用指標や効用指標が，規範が強く
定着している場合に無関連であるということはど
のようにして説明されるのだろうか．これと関連
して第三に，どのような要因が観察されない多様
性と想定されるものの背後に隠れていると考えら
れるか，そしてどのくらいまでこれに基づいて実
際に競合する説明が定式化されるのかという問題
が立てられる．例えば，考察されていないが関連
性のある可能性がある一群の要因として遺伝的
相違がありうる．実際，投票参加の双子研究で
は，参加行動のヴァリエーションの 50 パーセン
ト以上に遺伝的起源があるという結果が出ている
（Fowler, Baker und Dawes 2008）．ただし，この結
果によって投票参加の行為理論的説明が問題とさ
れるわけでは必ずしもない．したがって，この研
究者たち自身は規範的な参加への義務感を，遺伝
的相違に参加への関連性があるようなメカニズ
ムの可能性として示している（Fowler, Baker und 

Dawes 2008: 244）．さらに，参加に関連性のある
遺伝的相違と向社会的行動一般や政党支持者と
の連関を支持する経験的証拠が存在する（Dawes 

und Fowler 2009; Fowler und Dawes 2008）．つま
り，MFS 説明の中心に位置する行為理論上の構
成概念には，遺伝的相違と参加行動の連関を媒介
する仲介変数となる可能性がある．加えて，ほと
んどすべての行動領域と同様に，遺伝的な素質と
環境の影響との複雑な相互作用関係を考慮しなけ

ればならないので，社会化理論の考察の意義もこ
の結果によって否定されはしない（Fowler, Baker 

und Dawes 2008: 243）．
　つまり投票参加についての発展型 MFS 説明は，
さしあたって，観察されない多様性の可能性につ
いての全般的な証拠を無力化している．Blais と
Young（1999）の実験データを再分析する中で考
察した MFS 仮説 2 および仮説 3 がまさに示して
いるのは，回答者の規範的な確信が単なる合理化
以上のものだということである．すなわち，投票
の有意味性を吟味する見方の中立的な叙述でさ
え，場合よっては投票参加を強く減少させうる
し，この効果は明らかに，投票規範の妥当性の知
覚を弱める状況の定義の変化をとおして作用する
のである．反省を促されることよって投票行動を
規範的に再フレーミングするようになる確率は，
とりわけ「十分な理由」を用いることができるか
どうかに依存している．投票参加が民主主義の存
続にとって不可欠だという集合財確信のある有権
者は，それほど容易に再フレーミングへと動かさ
れることはない．彼らがこの確信を維持する限
り，投票行動の有意味性を考察することはむしろ
規範を活性化するように作用し，それによって参
加の確率を高めるのである．
　ここでもっぱら行為理論によって叙述してきた
理論的眺望に関して，投票参加についての MFS

説明は，広範に分離したまま彫琢されてきた既存
の説明アプローチの統合に役立っている．投票
参加の RC 理論は，rc モードでの参加決定の説明
については相変わらず有意義である．したがって
MFS は，RC モデルが投票参加の絶対数ではなく
その変化しか説明できないというしばしばアド
ホックに定式化されている考え（Blais 2000: 10f.; 

Blais, Young und Lapp 2000: 199; Engelen 2006: 436; 

Grofman 1993）に対して，明確な行為理論上の基
礎を与えている．ただし変化は，考量している行
為者の区分が誘因（費用，稀少性など）の変異に
対して見られるということからのみ結果してい
るのではない．むしろ Blais と Young（1999）の
データの再分析が示しているのは，民主的な公共
圏におけるコミュニケーション過程の関連性であ
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　　　表７　投票参加分析における誘因変数および統制変数

る．この過程には，投票規範の活性化や定着を形
成し，それによって有権者の区分においてモー
ド転換を引き起こす潜在力がある．したがって
MFS によって，投票行動の RC 理論は「新制度
主義の」アプローチと対話することができるよう
になる．このアプローチでは，制度やメンタル・
モデル，規則，アイデンティティがますます強
調されるようになっているが（Denzau und Norht 

1994; DiMaggio und Powell 1991; March und Olsen 

1989），もっとも「合理的選択理論の代替選択肢
となる分析として系統的な分析枠組み」を用意す

るには至っていない（Windhoff-Héritier 1991: 36; 

同様に DiMaggio und Powell 1991: 16）．
　最後に MFS 説明は，投票日における行為状況
の内的および外的メルクマールを成している，因
果関係上は離れた過程を対象とするアプローチに
接続している．すでに言及したように，学習理
論の業績は投票日スクリプトの発生や強化ない
し弱化に直接に関係している（Green und Shachar 

2000: 571; Kanazawa 1998, 2000）．同様のことが集
団に基づく説明アプローチにも当てはまっている
が，本書では特に扱ってはこなかった（これにつ
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いては，Geys 2006: 23f. の文献一覧を参照）．遺
伝的な素質の関連性にかかわらず，メンタル・モ
デルの定着と内容における相違はつねに，個人の
政治的社会化や社会的埋め込みの相違も示してい
る．社会的な影響の過程を形式的にモデル化す
る可能性はすでにとりわけ RC アプローチで用い
られてきたのだが（例えば，De Matos und Barros 

2004; Grossman und Helpman 2001），それに加え
て，このような集合的現象も適切な架橋仮説に
よって調査研究にとりいれられる．良い事例とし
ては，すでに言及した投票参加における東西差異

についての MFS 説明である（Becker 2004）．次
の重要なステップは，投票参加から進んで投票決
定をとりいれることである．この点で示唆的な研
究はすでに Behnke（2001）の論文にある．とり
わけ MFS に基づき，この論文は投票決定の統合
的な説明を展開しているが，そこでは政党同一視
がとりあげられる行為選択を規制している中心的
な規範的スクリプトとして投票規範の位置を占め
ている．いずれにせよ，投票者行動の分析への
MFS の応用をまずは出発点に置くことが，その
潜在能力に関わっているのである．
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